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午前１０時００分 開 議

○議長（吉田清孝君） 皆さん、おはようございます。

これより、本日の会議を開きます。

○議長（吉田清孝君） 本日の議事は、議事日程第２号をもって進めます。

日程第１ 一般質問

○議長（吉田清孝君） 日程第１、一般質問を行います。

質問通告書によって、順次質問を許します。

６番佐々木克広君の発言を許します。

なお、佐々木克広君からは、一問一答方式によりたいとの通告がありますので、こ

れを認めます。６番佐々木克広君

【６番 佐々木克広君 登壇】

○６番（佐々木克広君） おはようございます。政和会所属の佐々木克広でございま

す。

世界では、昨年末以降、新型コロナ禍で人命及び経済が大変な状況になっていま

す。犠牲となられた方には、御冥福をお祈りいたしますとともに、治療中や活動自粛

中の御家族の皆様には、心からお見舞い申し上げます。

また、日本では、現在、与党総裁の交代に伴い、内閣総理大臣指名選挙の実施や新

内閣誕生へと年内慌ただしい気配です。

今日お忙しい中傍聴においでくださいました男鹿市政に関心をお持ちの皆様には、

深く感謝申し上げます。

それでは、通告に従いまして質問させていただきます。よろしくお願いいたしま

す。

まず１番目に、産業振興に関する質問です。

ナマコなど地産高級種の栽培漁業について。

漁業資源の食用ナマコは、男鹿半島でも獲れますが、特に中華圏での旺盛な需要に

供給が追いつかない代表例の一つです。

ナマコはコラーゲンを含む美容食品であるとともに、サポニンという高麗人参にも
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含まれる薬効成分を含む滋養強壮食品です。このため、青森県や北海道を初め、ロシ

ア、極東などでも中国資本が関与したナマコ漁や養殖への取組が盛んです。

ちなみに、２０１６年１２月１２日、夜９時放送のＮＨＫニュースによると、北方

領土の国後島産の乾燥ナマコが１キログラム当たり１４万円の高値で取引されている

状況です。

また、マダコに関しては、近年、養殖技術が確立し、商業養殖も始まろうとしてい

ます。

そこで、１として、市の栽培漁業におけるナマコなど、地産高級種への取組方針に

ついて、２として、海洋高校と提携研究できる県立大等の大学技術研究室誘致につい

て伺います。

２番目に、防災減災に関する大雨洪水発生前のダム等事前放流についてです。

男鹿半島の滝川は、標高６４５メートルの毛無山を水源とする河川で、上流には農

業用水を安定供給することを目的として、総貯水容量６０万立米、有効貯水容量５６

万立米の滝川ダムが１９９８年、平成１０年１０月に新設竣工しました。

しかしながら、男鹿半島 大かつ急流河川の滝川は、過去、例年の大雨時に短時間

で増水し、度々氾濫していました。

また、男鹿市にはほかに、現在ため池とされていますが、相川水系に総貯水容量７

万立米、有効貯水容量７万立米の真山１号ダム、加茂川水系に総貯水容量２７．３万

立米、有効貯水容量２７．３万立米の大堤ダムと言われているものがあります。

ちなみに、政府は新たな降水対策として、洪水発生前の事前放流対象を１級水系に

加え、電力用や農業用の利水ダムも含む２級水系に拡大する方向で調整中であると、

今年８月１２日に発表しました。

そこで、大雨時の洪水抑制策として、洪水発生前のダム事前放流に対する市の方針

について伺います。

３番目に、コロナ対策・選挙改革に関する選挙におけるコロナ対策についてです。

コロナ禍が収束の兆しを見せない中、男鹿市でも今年度内に公職選挙を予定してい

ます。既に選挙を経験した自治体におけるコロナ対策を参考にしながら、男鹿市の選

挙における投票所のコロナ対策用資材手配など、従来にない新たなガイドラインが求

められると考えます。
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例えば、投票所における３密対策、入場時の消毒用アルコール、スタッフ用フェイ

スガードやマスク、手袋、仕切り板などの要否判断や立候補者の遵守事項など等、コ

ロナに負けない高い投票率を実現するために、従来よりも早めの検討、計画、立案、

着手、周知が必要だと考えます。

そこで、選挙におけるコロナ対策としての市のガイドライン検討について伺いま

す。

４番目に、少子化対策・教育環境整備に関する学校部活動への行政側支援強化につ

いてです。

これまでの少子化に伴う員数減少により、小・中学生の文化・スポーツ活動が停

滞、存続危機に瀕しており、個別学校単位での対応では限界に達しつつあります。

市政の現状を振り返ると、教育委員会が所管する教育現場における文化・スポーツ

活動支援と観光文化スポーツ部が所管する地域における文化・スポーツ活動支援にお

いて、縦割り行政の弊害が危惧される中で、未来の子どもたちのために社会教育を含

めた地域指導者育成対策も必要です。

そこで、少子化対策が効果を発揮するまでの暫定策として、オール男鹿体制での文

化・スポーツ活動と教育現場との連携が員数確保や環境整備に有効と考えます。

例えば、国では新しい教育基本法第１３条において、学校、家庭及び地域住民との

相互の連携協力について規定しています。学校地域支援本部、地域学校協働本部、放

課後子ども支援教室、放課後児童クラブ、コミュニティスクールなど、男鹿市で既に

取り組んでいる部分もあると思いますが、もっと地域団体を学校サイドの文化・ス

ポーツ活動に取り入れ、活用し、男鹿市独自の連携を新たに構築してほしいと考えま

す。

小・中学校での文化・スポーツ活動においても、縦割り行政にとらわれず、予算と

指導者など含む人員、施設を、地域の文化スポーツ団体と一部共有することでリソー

スの「ムリ・ムダ・ムラ」を減らしていけると期待します。

そこで、１として、市長・教育長をトップとした支援対策委員会の設置について、

２として、若手が関われる環境のための指導者育成や職場の優遇制度について、３と

して、子どもたちの部活動支援予算状況と支援策定について伺います。

以上で１回目の質問を終わります。
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○議長（吉田清孝君） 答弁を求めます。菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 皆さん、おはようございます。

佐々木議員の御質問にお答えします。

御質問の第１点は、地産高級種の栽培漁業についてであります。

まず、市の栽培漁業における地産高級種への取組方針についてであります。

本市では、重要魚種の生産拡大と資源の維持・増大を図るため、つくり育てる漁業

の推進に努めております。アワビやクルマエビのほか、今年度より高級魚種のキジハ

タの種苗放流を予定しております。

ナマコ、マダコの養殖については、現在のところ、県内の天然物ナマコ、マダコは

極端な漁獲量の減少はなく、価格も安定していることから、早期の養殖実用化は考え

ていないものであります。

市としましては、今後も漁業者や秋田県漁業協同組合などのさまざまな要望をくみ

取りながら、漁業経営の安定化に努めてまいります。

御質問の第２点は、大雨洪水発生前のダム等事前放流についてであります。

市内にあるダム及びため池は、農業用かんがい用水の安定供給を目的としているも

ので、多目的ダムのような大容量の放流設備が設置されておりません。

そのため、豪雨等に即時対応した放流は困難であり、かんがい期間においての事前

放流は考えていないものでありますが、市管理の滝川ダムにおいては、かんがい期間

が終了している９月以降には、台風等による大雨や冬季の施設点検のため、貯水位を

順次低下させております。

また、真山１号ため池、大堤ため池の施設管理者によりますと、かんがい期間終了

後には、水位低下は行っていないものの、洪水吐きや水路等の清掃、巡回点検などを

行っていると伺っております。

選挙におけるコロナ対策などの選挙管理委員会が所管する御質問については選挙管

理委員長から、学校、部活動などの教育委員会が所管する質問については教育長から

答弁いたします。

以上であります。

すいません、答弁漏れがありました。
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海洋高校と提携研究できる県立大学の大学技術研究室誘致についてであります。

海洋高校と提携研究できる大学等の誘致についてであります。

漁業は本市の重要な地場産業であり、漁業が直面する担い手の確保や資源保護、漁

業者の収益向上などの課題への取組は、地域振興を図る上でも重要であります。

現段階において、本市に大学等を誘致することは難しいと考えておりますが、県内

唯一の水産学科系高校が本市にあることから、教育機関等との連携、秋田県水産振興

センター、秋田県漁業協同組合、水産事業者等との協力など、多様な切り口から栽培

漁業の振興について引き続き考えてまいります。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 佐藤選挙管理委員長の答弁を求めます。

【選挙管理委員長 佐藤龍雄君 登壇】

○選挙管理委員長（佐藤龍雄君） 選挙管理委員会の所管に関わる御質問にお答えいた

します。

御質問の第３点は、選挙におけるコロナ対策についてであります。

選挙におけるコロナ対策としてのガイドライン検討でありますが、総務省からの通

知に基づき、今後予定される選挙の実施要領には、マスクの着用やアルコール消毒液

等の設置、投票所等の換気などの感染防止対策の項目を追加することとしておりま

す。

このほか、受付や投票用紙交付係等へのビニールカーテンの配置や使い捨て鉛筆の

導入などを検討しておりますが、必要な資材等の調達につきましては、早めに着手し

てまいります。

今後、他選挙管理員会の事例も参考に、さらなる対策を講じて、有権者が安心して

投票できる環境整備に努めるとともに、感染症防止対策には万全を期していることを

周知することで、積極的な投票参加を呼び掛けてまいりたいと存じます。

○議長（吉田清孝君） 栗森教育長の答弁を求めます。栗森教育長

【教育長 栗森貢君 登壇】

○教育長（栗森貢君） おはようございます。

教育委員会の所管に係る御質問にお答えいたします。

御質問の第４点は、学校部活動への行政側支援強化についてであります。
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まず、市長や私をトップとした支援対策委員会の設置についてであります。

特別な支援対策委員会の設置は考えていないものでありますが、総合教育会議や教

育委員会会議において、学校部活動に対する現状把握と支援策について協議してまい

りたいと考えております。

次に、若手が関われる環境のための指導者育成や職場の優遇制度についてでありま

す。

部活動指導者育成については、学校の要請に応じ、各種スポーツ団体との連携を密

にし、必要な指導者について紹介・育成していただくことや、コミュニティスクール

制度を生かし、広く地域の方々が関わる中で指導ボランティアを募りながら育成を図

るなど対応してまいりたいと考えております。

また、県事業でありますが、運動部活動指導員配置事業の活用について検討してま

いりたいと考えております。

職場の優遇制度につきましては、職場ごとの対応と考えておりますが、児童・生徒

の活躍を広く地域へ広報することで、地域全体で部活動を支えていく市民意識の醸成

に努めてまいりたいと考えております。

次に、子どもたちの部活動支援予算状況と支援策についてであります。

運動部に対しては、今年度は、全県大会、東北大会及び全国大会への参加に対する

中学生大会派遣費補助金として６５万円を予算措置しております。例年、予算以上の

大会参加が生じた場合においても、補正予算での対応をしております。

文化部に対しては、今年度は、中学校吹奏楽楽器購入予算として１０６万２，００

０円、楽器修繕料として３０万円を予算措置しております。

そのほか、部活動ではありませんが、伝統文化継承事業として、男鹿北中学校なま

はげ太鼓指導者への謝礼として５万円、太鼓修繕料１２万円を予算措置しておりま

す。

また、部活動側面支援として、土日祝祭日に部活動があった場合のバス料金補助と

して１０万８，０００円、男鹿・潟上・南秋中学校体育連盟負担金として２５万８，

０００円を予算措置しております。

今後におきましても、大会派遣補助金、吹奏楽部楽器整備、伝統文化継承事業、バ

ス料金補助、中学校体育連盟負担金について予算化を図り、継続して支援してまいり
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ます。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 再質問ありませんか。６番

○６番（佐々木克広君） 御答弁の方、ありがとうございました。

初めに、１番目のナマコなどの地産高級種の栽培漁業についてですけども、先ほど

の市長のお話の中に、アワビ、クルマエビ、キジハタ等いろいろな部分で行っている

部分もあるという答弁でした。マダコは別にしても、ナマコの方は、まず男鹿なび等

でも生物の方は、アオナマコ、アカナマコは販売したりしていると思うんですけど

も、乾燥ナマコについて、現在、いろいろ年数はたっていますけども、北海道の方と

かいろいろ高く売れる地場産業としての魅力が少しはあるのではないかなということ

で今回一般質問しました。

それと、海だけではなくて、陸上でも養殖とかができる可能性がありますので、屋

内栽培できれば密漁防止にもなるし、いろんな実験、かけ合わせの実験等でも成長速

度アップ、個体の大型化などによって収穫需要や、ほかに言わせると疾病体制の向上

とか有効成分増加などもあると思いますけども、品質改良が比較的進むと、男鹿市の

オリジナルのブランド品種開発も可能ではないかとも考えたりして、今回一般質問し

ました。

陸上での栽培の漁業振興は、天候とかにも左右されることがあまりなくて、いろん

な部分で船の苦手な若者たちにも就業機会を増やせると考えたりもしています。地元

の就職を含めた今後の漁業振興戦略にもいいのではないかというふうに思って一般質

問したんですけども、現在、市の方では、この漁業振興戦略というのはどういう方向

に進んでいるのか伺いたいと思います。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） 御質問にお答えいたします。

現在、市では、先ほど答弁申し上げましたように、つくり育てる漁業ということ

で、各種、アワビ、クルマエビ等の放流事業を主に行っております。議員おっしゃる

とおりの、その陸上におけるいわゆる海産物の養殖、それから増殖、これについて

も、例えば海藻類、それからおっしゃるナマコ類、これに関しての研究、それからそ
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れを生業とする方々からの情報提供もございます。これにつきましては、適地もござ

いますけれども、そういう情報提供に関しましては、市の方でも十分それを研究し

て、これを市の漁業につけ加えられないかということは研究を続けておりますが、現

在のところは、このいわゆる天然物プラス養殖漁業、この放流事業に主眼を置いてい

るという状況でございます。

○議長（吉田清孝君） ６番

○６番（佐々木克広君） これからいろいろな形で変わっていく部分もあると思います

ので、地元の雇用含めて、新しい産業も漁業が関わることになれるように、そういう

ことも研究、振興していってもらえればなと思います。

まず、青森県のむつ湾地域では盛んにやっている産業活性化のため、地域雇用促進

のためにやっている北海道の方もそういうことを行っていると思います。

この中で２番に海洋高校と連携研究できる県立大学等の大学技術研究室誘致という

こともうたっていますけども、これ関連性ありますので話しますけども、今回のナマ

コとかの研究についても、調べますと弘前大学とかがマッチングして研究支援事業と

かを行っています。いろんな形で秋田県立大、近くでやると秋田県立大、秋大もある

と思いますけども、そういうところと連携しながら漁業の振興に関して、やはり新し

い分野をどういうふうに開拓していくか、そういうところを模索していく時期に来て

いるんではないかと強く感じていますので、そういうことも含めながらこれからの漁

業に関する別な分野の検討もしてもらいたいと思います。

弘前大学、これ、食ブランド化のために大学だけではなくて行政サイドが先に立っ

て、行政、大学、企業などが地域産業化の調査、加工技術の研究などを行っておる

し、特に弘前大学でやった部分に関しますと、やっぱり行政としての役割、支援策が

非常に重要だということをうたっています。なので、やはりこれからこういう分野に

も研究してもらって、何が男鹿市にとっていいのかを、やはり模索していく時期では

ないかと強く感じています。

それから、現在、ギバサとかジバサとか、それからとろとろワカメとか、いろいろ

ワカメ分野でも一生懸命地元の企業、それから個人で頑張っている人たちもいると思

います。やはり、なかなか連携というのがなかなか難しいんではないかなということ

を強く感じていますので、そういう部分も発展させていってブランド化していく、地
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元の産業として動いていくためにも、やはり行政サイドが皆さんをまとめる力を発揮

して、いろんな形でこういう分野にも取り組んでもらいたいと思いますので、よろし

くお願いします。仕事は増えるんですけども、その部分ではどのように考えているで

しょうか。

○議長（吉田清孝君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

非常にいい御提案をいただきました。今、私、オガーレつくったことによって、非

常にいい影響があるのは、男鹿の漁師さんを一人一人ね、膝詰めで何とか会員になっ

てもらいたいと。そういうことで出品していただきたいと。もしかすれば何回も言っ

て申しわけないですけども、近所に配ってあと終わりだったかもしれない。捨てて

あったかもしれない。それをオガーレに出して、何十円かの値段でも付けてやってい

くと。そのことが漁業のファンを広めていくと、漁業振興につながっていくと。そし

て今、オガーレで一番今やろうとしているのは、加工を増やしていきたいというとこ

だすな。だけども、加工についても魚が獲れないとどうにもならないと。私が県議会

議員のときから、秋田県はどうしても岩手県と比較すると１０分の１なわけですよ、

漁獲量も就業者数も。何だかっていうと、やっぱりリアス式海岸でないと。戸賀湾ぐ

らいしか静穏度の高いところがないと、そういうことをよく言われました。だけど

も、そんなことをいつまでいったってしょうがない話で、何かやっぱり切り口を見い

だしていかなきゃだめだと。議員がおっしゃるような、そういう陸上養殖のことと

か、そういうことには食いついていきたいと思ってますので、何とか地域の学校との

連携とか、そしてまた、私、近いうちまた海洋高校の校長先生とも会って、加工を振

興していくと、連携しながら魚の加工の振興を図っていくと。それから、地域の生産

者とも連携しながら、そういう加工を振興していくと。今、男鹿まるご売込課と、そ

れから農林水産課と連携しながら、そういう一般の漁業者に声も掛けてますし、大口

の経済人にも声を掛けながら、そのことをまず加工場をつくっていきたいなと、そう

いうことでも取り組んでいます。

あと、議員がおっしゃったようなナマコのこととかね、その解消ことについても、

可能性があれば何とか取り組んでいきます。去年、一昨年ですかな、陸上の海苔の養
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殖の話をもってきてくれた若者がいたんですよ。農福連携で、福祉の方ですな。農福

連携、農福っていうんだか、産業と福祉の連携ですよね。そういうことをもってきて

くれている若者もおりますから、何とか積極的に取り組んでいきたいと、そういう思

いは十分あるので、議員からもいろんな情報提供しながら教えていただいて、一緒に

取り組んでいきたいと思いますから、ひとつよろしくお願いします。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ６番

○６番（佐々木克広君） 前向きな答弁の方、ありがとうございました。市の方でもい

ろいろな形でやってもらえれば、男鹿市がもっと発展していく兆しになると強く感じ

ます。市長がトップになって、そういう考え方を言ってくれましたので、まずこれか

らは、そういう方向性でまた力を尽くしてもらいたいと思いますし、学校の方は研究

室というのは、これからの大学誘致とかいろんな分野で市外、県外からのそういう若

手の人たちを取り入れることもできると思いますので、それをあわせながらそういう

こともやっていくことによって、子どもたち、若い人たちが男鹿の地域に協力したり

住んだりしてくれることも期待していますので、よろしくお願いしたいと思います。

それでは、続きまして、２番目の防災減災の大雨洪水発生前のダム等事前放流につ

いてですけども、農業用の一応ダムということは分かっていますけども、現在、滝川

河川の工事が終了し、前よりは氾濫しないような形になっているとは思いますけど

も、これから総理大臣なるかもしれないですけども、菅さんも言ってたように、やは

りこういう豪雨、西日本豪雨などのこういう国内でいろんな河川やダムなどで、ため

池も含めて被害を受けている状況が実際にあります。今の大雨洪水とかというのは、

気象ももう昔とは違って大変な状況になる事態がありますので、農業のためのダムと

いうことは分かりますけども、災害に対しての取組方が、やはり決めておいた方がい

いのではないかと思います。一応、男鹿市滝川ダム管理規則が決められていると思い

ますけども、第４条に取水や第５条に放流及び第８条に緊急時における応急措置と

か、洪水抑止目的の事前放流に関するものに関すると具体的なものが載っていま

せん。なので、これをどういうような形で具体的な災害の方に結びつけるか、防災計

画の中では地域の消防団とかいろいろ連携することにはなっていますけども、実際に

そのダムがどういう状況になったときに、誰が連絡して、どのような対策をとるかと
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いうのは、これから市で利水用のためのため池ダムの管理をする場合においても、滝

川ダムは男鹿市の管理だと思いますけども、ほかのそういうため池とかそういうとこ

ろに関しては、地域に、北浦とかの方に任せたりしている部分があると思いますの

で、どういうふうな大雨対策、この管理状況をしていくのかをもう一度伺いたいと思

いますけども、よろしくお願いします。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

まず、滝川ダムの管理につきましては管理規則等ございます。その中には、いわゆ

る利水ダムのような洪水時の防災操作に関わるマニュアル等は整備されてはおりま

せん。ただ、その管理の中で、そういう天候、洪水が予想される場合は、関係機関と

連携を密にして、警戒態勢をとるというような記載がされてございます。

滝川ダムに関しましては、水位、その他の状況について、庁舎内にモニタリングシ

ステムがございまして、こちらで水位等のモニターをしております。それと天気予報

等の情報を加味して警戒しているというような具体的な状況でございます。

また、今般のため池等のいわゆる災害に対する防災、予防防災の観点から、ため池

のハザードマップを作成することとしております。こちらは今回の９月補正に提出さ

せていただいているものですけれども、総合的に防災・減災対策を実施することによ

り、農業生産の維持、農業経営の安定を求めるために、防災の重点ため池のハザード

マップを作成するという事業でございます。こちらは市内の３６カ所のため池に対し

まして、県の方でその下地となる図面を作成して、それに市が避難場所、避難経路、

それから防災予防に対する協議の上、ハザードマップを作成するという事業になって

おります。

このように、これまでため池については、その管理状況、それから防災について

はっきりしたものございませんでしたけども、このハザードマップを作成することに

よりまして、その地域の管理者との協議、それから、周辺市民の、住民との協議、こ

れらを深めて、互いに防災・減災について協議していくという段取りを今回とること

としております。よろしくお願いします。

○議長（吉田清孝君） ６番
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○６番（佐々木克広君） ハザードマップの作成等に向かっているということで、これ

を取入れながら、やはりただ作るのではなくて、今までどおりやはり住民全員が分か

るように、今回、子どもたちがハザードマップ作りを経験したりもしていると思いま

すけども、やはり地域での対応、連絡、そういうのが非常に重要になってきています

ので、そういう部分に関して、これから協力しながら男鹿市全体が安全になれるよう

に頑張ってもらいたいと思います。

それでは、続きまして３番目のコロナ対策、選挙改革、選挙におけるコロナ対策に

ついてですけども、先ほど総務省から来ているのは、何回か総務省の方から通知が市

の方にも来ていると思いますけども、もしコロナ対策に関して、今の現状よりもひど

くなったりした場合のいろんな対策に対してお金がかかると思うんです。予算措置

は、これはそういう部分に関しても国から来るのか、それとも、これに関しては男鹿

市の中で対処していかなければいけない問題なのか、その辺をお伺いしたいと思いま

す。

○議長（吉田清孝君） 鈴木選挙管理委員会事務局長

【選管事務局長 鈴木健君 登壇】

○選管事務局長（鈴木健君） おはようございます。

選挙に係る新型コロナウイルス感染症対策のこれからさらなる対応が必要となった

場合の予算措置についてでありますが、現在のところ、この分につきまして特段情報

は入ってきておりませんが、今後、基本的に通常の選挙の執行経費の中で新型コロナ

ウイルス感染症対策について必要な措置を講ずることとしております。

今後、国の方からさらに何か予算措置について情報がありましたら、それについて

も今後検討していくこととしております。

○議長（吉田清孝君） ６番

○６番（佐々木克広君） 現在まだ分からないという状況だということは、これからも

う対策しなきゃいけない状況だと思いますので、もう確実に今、投票する場合に、ア

マノとかでやるには３密になる可能性も大だと思いますし、クラスターとか起こる可

能性も出てくるのではないか、いろんな部分で、これはどこで検討を始めてどうする

のかは分かりません。今の段階ではどうなのかということも含めながら、どれくらい

かかるのかという、もし今までの選挙と違って予算的にこれからまた財政面からも、
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どれくらい出ていったり、国からコロナとして別の部分があるのであれば、またその

部分も含めての部分になると思いますけども、その辺はまだ全然分からないという状

況なのでしょうか。

○議長（吉田清孝君） 鈴木選挙管理委員会事務局長

【選管事務局長 鈴木健君 登壇】

○選管事務局長（鈴木健君） お答えします。

現時点で次予定しております選挙については、本年度の当初予算に予算計上してお

ります。この中で新型コロナウイルスの対策として、今現在必要になる備品等をリス

トアップしております。先ほど、選挙管理委員長が御答弁しました対策等について、

やはり２００万円程度、予算といいますか経費の方かかるというふうな、今現時点で

の概算の積算となっております。これにつきましては、既存の選挙執行経費、この中

で必要な備品を購入することとしておりましたものを活用したり、既存の予算の中で

対応することということで現在対応を考えております。

○議長（吉田清孝君） ６番

○６番（佐々木克広君） ありがとうございました。

それなりにコロナに対しても対策が必要だと思いますし、予算面含めて、それか

ら、市民に対してのやはりコロナに対してのどういう形に変わっていくかとか、そう

いう周知に対しても今度いろいろな形の部分が出てきたりすると思いますので、その

辺も含めながら検討してもらえればと思いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

それでは、４番目の少子化対策・教育環境整備、学校部活動への行政側支援強化に

ついてお伺いします。

１番から３番までありますけども、一つずつ質問していきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。

先ほど市長、教育長をトップとした支援対策委員会の設置については考えていない

という話でしたけども、確かにいろんな形でコミュニティスクール等でやっていると

は思いますけども、これをもっと重要な形で検討していく時期に来ているのではない

かと。少子化に伴いまして、もうかなりの子どもたちが減ってきて、活動に支障を来

すような状況が、これからも続いていくことが、もう分かりきっているような感じが
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しますし、それに対してのどういう考え方を持っていくのかということも含めまし

て、やはり新たな関わり方、それから周知の仕方というのが必要になってくるのでは

ないかと思いながらこの質問をしました。

平成３１年第２回男鹿市教育委員会の会議録の方に載っていましたけども、小中学

校の在り方を考える協議会について教育長の発言では、来年度、会を立ち上げて男鹿

市全域から関係者をリストアップして、四、五回くらい会議を開いて、子どもたちの

人口推計、小・中学生が１０年後にどれくらいいるのか、学区などにどれくらいの人

数になっているのか、地域がどんなことを求めているのかを話し合っていただき、提

言をもらえればと思っていますという発言をしていると思いますけども、これってい

うのは行われたのか、それともどういう形になっているのかお伺いします。

○議長（吉田清孝君） 栗森教育長

【教育長 栗森貢君 登壇】

○教育長（栗森貢君） ただいまの御質問にお答えします。

小中学校の在り方を考える協議会は、平成３１年度、昨年度立ち上げまして、そし

て１年間かけて協議をしていただき、その提言書をいただいております。そして、そ

れは市民の方に周知するために市報等でも折り込みとして配布してあります。

それで、それをもとにして今年度は教育委員会、そして市当局等で協議しながら、

この後、素案というものを作り、そしてそれを市民の方や、それから学校の保護者等

に説明に歩き、そして今年中に成案としてもっていきたいなということで、今その準

備をしているところであります。

小・中学校の在り方ということについては以上であります。

○議長（吉田清孝君） ６番

○６番（佐々木克広君） ありがとうございます。

毎年そう何十人か子どもたちが減っていって、増える兆しというのは、なかなか見

えてきていないのかなと思いますけども、子どもが足りなくなっても、やはり子ども

たちの環境を守るということは非常に大切で、これから地域が活性化していくために

も、そこが重要な課題になってくるとは思います。

そういう全体を含めた委員会というのがなかなか見えてこない。各教育の方面で

は、いろいろ頑張って、先生方も含めて頑張っていろんなことをしていることも事実
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分かっていますし、地域との関係も密にしていこうとしていると思います。なかなか

部活とか中体連関係とか、それから小学校であればスポ少、スポ少というのは学校か

らもう離れている状況にあったりしていますので、いろんな形で子どもたちがどうい

う形で学校の勉強以外の部分の地域の教育に関わるかという部分が、非常に見えたり

見えなかったりしている部分があると思いますし、特に家庭教育含めて、そういう周

知していく部分のための何か、教育計画とかいろんな形では行っていると思いますけ

ども、それをもうちょっと幅広い形で、やっぱり男鹿市の中ではこういう形で今困っ

ている子どもたちのためにどうしていくのかとか、いろいろこう、オール男鹿って私

が言ったのは、やはり全体的な部分で子どもを考える、地域、そのためには、私はス

ポーツ関係なのでスポーツからいうと、バスケットとか陸上とか今までやってきまし

たけども、今回、中村和雄さんが１０月以降、自宅ができると移住するということに

なっていると思います。そのほかにＣＮＡの方で、ケーブルテレビの方でちょっと

ユーチューブの方で配信した中で男鹿東中の方に指導に行っていて、いつでも私行き

ますよみたいなことで何回か行っていると思います。こういう人たち、男鹿市ではラ

グビーの吉田義人選手とかいろいろいっぱいいると思います。文化人でもたくさんい

ると思いますので、そういう部分の人たちを含めた子ども支援という、いろんな形で

学校からは講師とかいろんな部分でお願いしたりはしていると思いますけども、将来

的な学校を目指すときに、こういう部分がどういう形で男鹿市を盛り上げていくのか

ということを考えてもらいたいということと、本当に子どもたちが思っている活動が

できない、それから指導してもらえない、そういう部分が出てきたときには、やはり

男鹿から出ていったりする若い世代が増える可能性もあります。特に潟上市とか近く

の市町村に 初は出ていくと思いますので、そういう部分を含めて、これから学校だ

けではなくて、スポ少というのはまず学校以外の部分になったりしていますので、全

て網羅できるような体制の、仮称で支援対策委員会とは言っていますけれども、そう

いう部分のやはり会議というか、市長を初めとしたやはりそういう部分がこれから必

要なんではないかということを強く感じて、ここに今回質問したわけですけども、総

合戦略とかいろんな形ではうたっています。うたっている中でそれが実現できるため

に、どこまで誰が行動するのかということが、市長、常に言っていると思いますけど

も、そういうことが非常に大切だと思います。その中では、今、子どもたちへの指導
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者に若者たちが参加できるような状況というのは、ほとんどないといっても過言では

ないくらい難しい状況です。中学校であれば４時半から６時までですか、部活動の時

間は決まっています。その時間帯だと、若者はもう仕事をしています。なので、仕事

をしている人がそういう学校に対して指導とかもできない状況にあります。そうなる

と、どういう人たちを指導できる環境にもっていくのか。それから、市役所の職員

で、もし指導できる人がいたとすれば、そういう人たちを優遇する体制とかというの

は、男鹿市の中でどこまでそういうことを行っているのか。本当からいけば、男鹿市

全体の職場とか地域の子どもを支援するために、そういう協力をしてくれる若者たち

を優遇したり、いろんな支援をしてくれたりする環境があればいいんですけども、今

はなかなかそこまでいかない状況にあると思いますし、コロナ禍の中でいろんな行動

もできない状況もあると思いますけども、そういう若者の指導者がそういうところに

活躍できるようにするために、男鹿市の中ではどの辺まで職員の方に優遇をできるよ

うな環境があるのか伺いたいと思います。

○議長（吉田清孝君） 佐藤総務企画部長

【総務企画部長 佐藤透君 登壇】

○総務企画部長（佐藤透君） お答えいたします。

市の職員がスポーツ活動等への指導に、どういうぐあいに関わっていけるかと、そ

れに対して優遇措置が考えられないのかというところでございますけれども、現に市

の職員の中でもそういうぐあいに指導に関わっている職員は現在おります。その部分

については、時間外でやったり、自分の有給を使ってボランティア的な活動をしてい

るということであります。

制度の中では、ボランティアによる休暇等も取れるというところもありますけれど

も、その部分について、こういうスポーツ指導等が対応できるのかというのは多少疑

問も残っているところでありますが、若い人たちが積極的にそういう指導に参加でき

るような体制については研究してまいりたいと思います。

○議長（吉田清孝君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） お答えします。

議員が指摘したように、オール男鹿で考えて、もしかすれば、教育のことは教育委
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員会が主導して、それだけでやってきてあった可能性もなきにしもあらず、傾向が

ね。だから今、教育長とも話しているのは、もっとフラットな組織でいこうと、小・

中学校の在り方も、教育委員会だけじゃなくてオール市役所で考えていくんだと。一

つの部門だけで対応できるような、そういう状況ではなくなってきていると、議員が

指摘したようにね、そのことは十分に考えていく気持ちで庁内でもそういう話し合い

をしているところです。

あと、今、私はこういうスポーツとか文化的なことというのは非常に大事なことだ

と思っていますので、人間性を育む意味でね、知識の教育というか、教育が知識に偏

らない、人間的なそういう育むためにもスポーツは非常に大事だと思っていますの

で、そのことについてよく勉強しながらやっていきたいと思っています。

今、文化スポーツ課でも指定管理の在り方を見直しながら、そういうスポーツの取

組ですな、地域の振興にも関わっていくことですので、大きな見方からも何と禍検討

していきたいと思っていますので、今後また議論を重ねながら変えていきたいと、い

ろんな改革をしていきたいと思いますから、よろしくお願いします。

以上です。

○議長（吉田清孝君） 太田教育総務課長

【教育総務課長 太田穣君 登壇】

○教育総務課長（太田穣君） 私からは学校と地域との関わり、あと、家庭教育支援に

ついて御質問にお答えいたします。

議員おっしゃるとおり文部科学省では、平成１９年度から放課後子ども教室推進事

業を、また、平成２０年度から地域学校協働活動推進事業を開始しております。これ

らの事業は、学校と地域住民等の連携、協力が欠かせない取組であります。

さらに平成２０年、２９年の社会教育法改正により、地域住民等との学校が連携し

て行う地域学校協働活動を規定し、地域住民等の積極的に参加を得て、地域学校協働

活動が学校との適切な連携のもとに地域住民等と学校との連携協力体制の整備、地域

学校協働活動に関する普及啓発、その他の必要な措置を講ずるものとするとしており

ます。

これに基づきまして、本市における地域学校協働活動といたしまして、放課後子ど

も教室、学校支援活動、家庭教育支援の３点を推進しております。
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１点目の放課後子ども教室は、学校と家庭、地域やコミュニティスクールとの連携

により、子どもたちの学校や成長を支えつつ、地域住民の生涯学習、地域のつながり

及びきずなを強化し、地域の活性化を図るという観点から推進しているものでありま

す。

２点目の学校支援活動ですが、学校が求める地域人材を活用する学習補助、行事支

援等の学校支援活動を行い、地域と学校が相互にパートナーとして連携していくとい

うものであります。

３点目の家庭教育支援ですが、子育て経験者、子育てサポーター、読みきかせサ

ポーター、元保育士、主任児童委員などで構成された家庭教育支援チームが、子ども

を持つ全ての親が安心して子育てや家庭教育を行える地域づくりを目指すさまざまな

取組を行っております。

このような地域で活躍している人たちのさまざまな講座や活動を通しまして、地域

と学校との連携を進めているところでありまして、こういった中から新たな指導的立

場の人材や子ども支援を行える人材を発掘していきたいと考えているところでござい

ますので、よろしくお願いしたいと思います。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ６番

○６番（佐々木克広君） ありがとうございました。

市長の発言の中でも、いろいろ形を行っていくという部分は、すごく伝わってきた

部分はあります。

今、太田課長の方から説明があったとおり、現在、いろんな形で行っていることは

十分分かっていますし、方向性も素晴らしいものがあるとは思っています。今回も第

２期男鹿市の子ども子育て支援事業計画、確かに子育て支援課の方の担当なんだかも

しれないんですけれども、中身的には全体に関わるようなものが、小学生含めてい

ろんな形があると思います。ですので、やはり教育委員会だけではなくて、やはりそ

ういう子どもたちの部分の教育ということで、やっぱり大きな枠組みで考えていく時

期に来ているんではないかなと強く感じています。

その中で、やはり先ほど市長も言ったとおり指定管理団体の中でも、いろんな団体

の中でそういう施設を生かしていく、地域に根差した活動をしていくために、いろん
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な行動が行われていると思います。やはり、そこにも指導者とかいろんな関わりが出

てくると思いますので、やはり予算的に確かに市の中では厳しいかもしれませんけど

も、そういう団体にやはり役割を持たせるためにも、予算措置や、もし市の部分で大

変であれば、ほかから補助的な分野とか、国からの補助とかいろんな支援の形を模索

しながらですね、それを後押ししてやって、やはり全体的にできる方向性にもって

いってもらえればと強く感じていますので、各団体が一生懸命頑張りながら、協力し

たいと思っても協力できない体制では、なかなかオール男鹿にはいかないと思います

ので、その辺を含めてこれから協議していってもらいたいと思いますし、そのために

今回の質問をしていますので、これから男鹿市が子どもたちにとっても本当に住みや

すい地域になっていくようにお願いしたいと思います。

以上で質問を終わります。

○議長（吉田清孝君） ６番佐々木克広君の質問を終結いたします。

次に、７番船木正博君の発言を許します。

なお、船木正博君からは、一問一答方式によりたいとの通告がありますので、これ

を認めます。船木正博君

【７番 船木正博君 登壇】

○７番（船木正博君） 皆さん、おはようございます。市民クラブの船木正博です。

傍聴席の皆様には、市政に御関心を持っていただき、誠にありがとうございます。

今年は本当に新型コロナウイルス感染症で社会状況が一変してしまいました。まだ

まだ収束する兆しは見えていないわけでございますけども、これからは、このコロナ

ウイルスとの共存という形で生活していかなければいけないと、そういう状況でござ

いますので、それぞれに感染予防対策をしっかりとして日常の生活に臨みたいものだ

と思っております。

それでは、通告に基づき、順に質問してまいります。

第１問目は、自由霊園創設の是非はであります。

近年、宗教に関連のない霊園の創設を要望する方々が大変多くなってきています。

このことについて、私は平成３０年９月の一般質問で取り上げておりましたが、その

後、ほかの議員も取り上げておりましたように、市民からの要望はますます多くなっ

ている現状であります。
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必要とされる人口は、高齢化率が上がるにつれ、またさらに市内外から移住される

方々もあわせて、本件の要望は全市規模で拡大の一途にあると思われます。

今このことについて、市として正面から向き合うべきではないかと思うわけであり

ます。これはもう避けられない要件として、将来的なアプローチを示さなければなら

ない時期に来ていると思われるわけですが、近々の課題ではないでしょうか。

市民の世代が変わるにつれて考え方の相違や、ほかの市町村から移住される方々を

含めて、世代を問わずさまざまな方々からの相談が目立って増えつつあります。本件

に対する過去の答弁では、一貫して男鹿市内の寺院へ寄せる期待感のみで、具体的な

解決策は依然として示されておりません。提案として、例えば各寺院等が特例的に宗

教・宗派を問わない制度創設による用地を設定し、管理費等をもって経営運営を目指

す。市の支援はもとより、ほかの市町村の先行事例も参考に、宗教フリーの自由墓地

の造成は実現可能と思われます。

時代と文化の変異へ伴う未来へのアプローチは、先取り感覚で対処し、早々に実現

へいたらしめる姿勢は必須のものと考えます。

多くの市民が何度も繰り返されているこの案件の是非と市の対応を注目していま

す。今回も具体案が示されなければ、それはそれを望む市民にとっては大きな失望と

なり、市政全般への期待感も薄れてくるでしょう。

市長は、この案件をどのように捉え、対処しようとしているのか、次の５点につい

てお答えください。過去の答弁にこだわらず、前向きな考えを伺うものであります。

１、自由霊園創設をどう思う。

２、市民からの要望はないのか。

３、寺院への期待感のみでいいのか。

４、宗教フリーの自由墓地の実現は可能か。

５、将来的な構想は持っているか。

以上５点についてお答えください。

次に、第２問目は、八郎湖のアオコ問題を考えるであります。

毎年アオコが発生し、住民を悩ませている。今年もまた、鼻をつくようなアオコの

臭いが町中を漂っていました。漁業や住民の生活、自然環境にも大きな影響を及ぼし

ています。これまで自分は何度か八郎湖汚水問題でアオコのことに対して問題提起し
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ているが、一向に改善する兆しは見えてこない。市では、このことをどう考えている

のか。対策はとられているのか、疑問に思います。

これは、あくまでも自分の目から見た感じですけども、さっぱり取り組もうとしな

い、手をつけようとしない、対処しようとしない、やる気がないのか、それとも手に

負えずあきらめているのか、こんなふうに感じてしまうわけであります。一方的な見

方かもしれませんが、いつまで何もせず野放しにしているのか、何か対策を練ってい

ないのか、県や国との交渉はしているのか、その点がとても歯がゆく感じているわけ

であります。

このように常態化しているこの難題に対して、男鹿市としてどう考えているのか、

どう対処しようとしているのか、市長の考えをお聞かせください。

１、市としてアオコ対策は取っているのか。

２、県や国との連携、対策議論や交渉はしているのか。

３、アオコを含めた八郎湖汚水問題の改善計画はあるのか。

４、根本的な解決策はないのか。

以上の４点についてお答え願います。

次に、質問の第３問目は、本市の住宅政策についてであります。

公営住宅法の制度趣旨として、公営住宅制度は国及び地方公共団体が協力して、健

康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に

対して低廉な家賃で賃貸し、または転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉

の増進に寄与することを目的とするものと公営住宅法第１条にうたわれております。

本市における市営住宅への新規入居状況を見てみると、市営住宅に応募するも、応

募者多数で狭き門である。当選するのは難問である。意に沿わず、男鹿市に住みたい

が住宅がなく、やむなく市外に転出しているケースも多いようであります。

このように、住宅政策は人口減少に直結して影響する大きな問題であります。男鹿

市の将来に関わる重要な住宅政策を、いかに実行していくのか考えを伺います。

１、本市における公営住宅の現状はどうなっている。

２、公営住宅の今後の整備方針は。

３、根木住宅の現状はどうなっている。

４、根木住宅の今後の整備方針は。
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５、本市の全体的な住宅政策の概要を伺う。

６、限られた財源の中での住宅政策について、市長の認識を伺う。

以上の６項目についてお答えください。

次の第４問目です。ＧＩＧＡスクール構想についてであります。

文部科学省が進めるＧＩＧＡスクール構想とは、義務教育を受ける児童・生徒のた

めに、１人１台の学習者用ＰＣと高速ネットワーク環境などを整備する５年間の計画

であります。その目的は、子どもたち一人一人の個性に合わせた教育の実現にありま

す。さらに、教職員の業務を支援する統合系校務支援システムの導入で教員の働き方

改革につなげる狙いもあります。

なお、このコロナ禍により、有事のときにも在宅オンライン学習を可能にするため

に、早めの整備が必要として、前倒しを可能にする補助制度が設けられました。本市

では、本市なりの実情に合わせたやり方で対応していただきたいと思います。そこで

以下の質問です。

１、目的と効果について教育委員会としての見解は。

２、進め方についての方針は。

３、環境整備について。

その中の①これまでの整備の進捗状況について。

②いつまでに校内の整備は完了するのか。

③全生徒へのタブレット配備の完了は。

④学校内での接続可能範囲の設定はどこまでか。

大きな四つ目の教員の習熟度についてであります。

その①先生それぞれにＩＣＴ関係の得手不得手があると思う。苦手な先生たちの習

熟度をどうやって上げていくのか。サポート体制は整っているか。

②日常的にＩＣＴを活用できる体制づくりが急務だと思う。ＩＣＴ支援員、指導主

事とかの配置は考えているか。

５番目です。家庭学習についてです。

その中の①ＧＩＧＡスクール構想によって家庭学習はどのように変わっていくの

か。

②自宅でのオンライン学習は想定されているのか。
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③自宅にインターネット環境が整備されていない生徒数は。

④そういう家庭への配慮が必要である。どのように対処していくのか。

大きな６番です。タブレットの取扱いについてであります。

①毎日持ち帰るのか。

②耐用年数はどのくらいを考えているのか。

③同じタブレットをずっと使い続けるのか。

④バージョンアップとか、いろいろ出てくるが、その辺の対応は。

⑤家庭に持ち帰る端末の取扱いに関する利用規定、利用規約とかは整備されている

か。

そして大きな７番です。モラルについてであります。

①インターネット、とりわけＳＮＳは誹謗中傷がつきものであります。いじめの温

床にもなる。ＩＣＴ教育を実施していく上での情報モラルの指導、学習、取組は必要

である。どう考えるか。教育委員会の見解を問うものであります。

以上、大きく分けて４項目の質問でした。これで第１回目の質問を終わります。そ

れぞれに見識ある御答弁を期待しております。

○議長（吉田清孝君） 答弁を求めます。菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 船木議員の御質問にお答えします。

御質問の第１点は、自由霊園創設の是非についてであります。

まず、宗旨宗派を問わない公営墓地の創設についてであります。

公営墓地は、人口増加による市の墓地の絶対量の不足に対し、その供給を必要とさ

れる場合に計画されるべきものであり、本市の場合、そのほとんどが寺院墓地や地域

内の共同墓地を利用しているとみられ、公営墓地の全市的な要望には至っていないも

のと認識しております。

次に、市民からの要望については具体的な内容ではありませんが、今年２月に実施

した市民意識調査によりますと、まちづくりの課題として公営墓地の整備は５年前の

調査と比較し、９．５ポイント増の１７．２パーセントとなっております。

近年、公営墓地を有する県内自治体では、故郷を離れて暮らす人が自身の生活圏へ

墓を移すケースや、将来的に墓の維持が困難となることに備えて、墓の無縁化防止の
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ため、使用区画を返還する「墓じまい」が増えております。

また、管理者不在の無縁墓も増えてきているなど、墓地の維持管理に関して財政的

負担が大きくなってきております。

公営墓地の将来的な構想に当たっては、市民の多様なニーズに対応できる適正な土

地の選定や維持管理の財政的負担が大きいことなどからも、現状においては計画して

いないものでありますが、墓地に関する市民ニーズについて、今後の動向を注視しな

がら、必要に応じて検討してまいります。

御質問の第２点は、八郎湖のアオコ問題についてであります。

水質汚濁や悪臭の原因となるアオコの発生は、八郎湖に流入する汚濁負荷量と密接

に関連しており、市ではその水質保全のため、下水道施設への接続や合併浄化槽の設

置の促進のほか、県や流域市町村と連携して、水が停滞しやすい西部承水路の流動化

促進や無代かき、無落水移植栽培の水質保全型農業の推進など、さまざまな水質保全

対策に取り組んでいるところであります。

八郎湖の水質保全対策を実施するに当たり、県では環境省や関係機関と協議の上、

令和６年度までを計画期間とする第３期八郎湖に係る水質保全計画を本年３月に策定

しております。

計画では、これまでの取組や水質の状況を踏まえて、水質保全に有効な対策を継続

するとともに、特に農地に起因する負荷の削減については、国営かんがい排水事業八

郎潟地区と、より一層緊密に連携して水質保全に取り組むこととしております。

八郎湖では、夏季になると植物プランクトンが大量に増殖したアオコと呼ばれる現

象が発生しており、このアオコの発生によりさらに水質が悪化するほか、悪臭等の被

害が生じる恐れがあることから、県では八郎湖アオコ対応マニュアルを策定し、発生

状況の公表や河川遡上防止フェンスの設置などのアオコ対策を実施しております。

アオコの発生状況については、県の監視システムにより小深見川河口を含む湖内及

び流入河川５地点で常時監視しているほか、湖岸の４地点でも定期調査を実施してお

り、発生時には県と連携して速やかな現地調査などにより現状把握を行った上で被害

の軽減や改善に努め、適切な対策を図ることとしております。

本年度の発生状況は、先月１７日から１９日にかけて、小深見川河口においてアオ

コレベル３の初期発生が確認されておりますが、レベル４以上の発生はなく、これま
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では、住民への悪臭被害も大きくはないと認識しております。

御質問の第３点は、本市の住宅政策についてであります。

まず、本市における公営住宅の現状についてであります。

本年８月末現在、公営住宅数は４１２戸、ほかに特定公共賃貸住宅が１５戸、単独

市営住宅が８戸で合計４３５戸となっております。

現在の入居済戸数は３６０戸で、空き家が７５戸となっておりますが、直ちに入居

可能な戸数は１４戸、修繕が必要な住宅は６１戸であります。

地区別の入居率は、船川地区が７７パーセント、脇本・船越地区は８６パーセン

ト、北浦・戸賀地区が５９パーセント、若美地区が９２パーセントとなっておりま

す。

入居率が低い北浦・戸賀地区については、建設年度が古いことなどが要因になって

いるものと考えられます。

次に、公営住宅の今後の整備方針についてであります。

公営住宅の整備については、市営住宅マスタープランに基づき実施しており、平成

２３年度に設定した計画で、公営住宅の必要戸数が４２７戸と推計されております。

これを受けて、平成２５年度から平成２９年度までに船川地区の姫ヶ沢・泉台団地

において供給目標戸数に向けた整備を行ってまいりましたが、市営住宅マスタープ

ラン策定から５年が経過した平成２８年度に見直しを行ったところ、公営住宅の必要

戸数は４１２戸と修正されたものであります。

要因は、平成２３年度推計より人口が２，３３７人、世帯数が６７８世帯減少した

ことなどによるもので、平成２９年度までの整備実績が４１２戸であるため、推計に

よる必要戸数を充足している結果となっているものであります。

このことから、今後の計画については、市の財政状況や住宅需要の動向を見きわめ

た上で来年度の市営住宅マスタープランの改訂時に公営住宅の整備方針について再検

討を行うこととしております。

次に、根木住宅の現状についてであります。

昭和４３年、４４年、５７年度に建設した平家建ての長屋形式が４６戸、平成３年

度に建設した木造２階建て２戸１棟が４戸、平成１４年、１７年度に建設した木造２

階戸建て住宅が１４戸で合計６４戸あります。
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平家建ての長屋については、入居済み戸数が３７戸、空き家が９戸で、入居率は８

０パーセントとなっております。

木造２階建てについては、１８戸のうち入居済戸数が１８戸で、入居率は１００

パーセントとなっております。

根木住宅の今後の整備方針については、先ほどお答えしました市営住宅整備方針の

中で検討してまいります。

次に限られた財源の中で本市の全体的な住宅政策の概要についてであります。

現在、公営住宅の必要戸数を満たしていることから、新規住宅の建設の必要性は低

いと考えております。

また、全体的な住宅政策については、居住の安全性を確保していくことが重要と考

えており、既存市営住宅の建替えを主眼に空き家等の活用も考えるなど、限られた財

源の中での住宅政策として、これらに対応した次期計画について十分に検討してまい

ります。

ＧＩＧＡスクール構想に関する教育委員会が所管する質問については、教育長から

答弁いたします。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 栗森教育長の答弁を求めます。栗森教育長

【教育長 栗森貢君 登壇】

○教育長（栗森貢君） 教育委員会の所管に係る御質問にお答えいたします。

御質問の第４点は、ＧＩＧＡスクール構想についてであります。

まず、ＧＩＧＡスクール構想の目的及び効果についてであります。

この度のＧＩＧＡスクール構想で、児童・生徒１人１台のタブレット端末が整備さ

れることになります。ＩＣＴ機器の特性を生かして、学習の一つのツールとして活用

することで、一人一人の教育的ニーズや理解度に応じたきめ細やかな学習を推進し、

より分かりやすい授業ができると考えております。

このことにより学習活動が一層充実し、新学習指導要領の目指す「主体的・対話的

で深い学び」を実現できるものと考えております。

また、教職員用コンピュータに校務支援ソフトを導入することにより、教職員の校

務の軽減につながるものと考えております。
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次に、ＧＩＧＡスクール構想の進め方の方針についてであります。

今年度中にタブレット端末や高速ネットワーク通信などハード面の整備をいたしま

す。同時に利用規程の整備や教職員の研修について進めていきます。

次に、環境整備についてであります。

これまでの整備の進捗状況は、小学校ＩＣＴ機器等賃貸借契約を令和元年９月１日

から令和６年８月３１日までの期間で締結しております。

中学校ＩＣＴ機器等賃貸借契約は令和２年９月１日から令和７年８月３１日までの

期間で締結しております。

タブレット端末を使用するための小中学校情報通信ネットワーク環境施設整備工事

については、本年９月３０日を完成として契約を締結し、６月より工事を行っている

ところであります。

小・中学校のタブレット端末については、納品期日を来年１月２９日までとして契

約を締結しましたが、できるだけ年内の納品となるよう契約先と調整しているところ

であります。

学校内でのネットワーク接続可能範囲の設定については、普通教室、特別教室、体

育館であります。

次に、教員の習熟度についてであります。

本市の小・中学校では、インターネットでの検索、文書作成や成績処理について、

ほとんどの教職員が習得しております。

しかし、タブレット端末の効果的な活用については、十分とは言えませんので、今

後も計画的に研修会を実施してまいります。

また、活用事例を共有する機会を設定し、効果的な活用方法を広く周知していきた

いと考えております。

ＩＣＴ支援員等につきましては、来年度以降配置について前向きに検討してまいり

ます。

次に、家庭学習についてであります。

整備後には、タブレット端末の活用スキルを高め、学習を充実させるためのツール

として、授業での活用から始めていきたいと考えております。

今後は、家庭学習を充実させるための一つの手段として、家庭に持ち帰っての活用
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も視野に入れております。

教育委員会としましては、タブレット内にオフラインでも活用できる学習コンテン

ツを盛り込むほか、ホームページを活用して課題や学習コンテンツを紹介し、自宅で

の学習をサポートしていく予定でおります。

自宅でのオンライン学習については、小・中学生の発達段階を考慮すると課題も多

く、現在は予定しておりませんが、今後研究してまいります。

また、Ｗｉ－Ｆｉ環境が未整備の家庭の児童・生徒は、５月末現在で１８９名であ

ります。整備率は、小学生で約８１パーセント、中学生で約８９パーセント、全体で

は約８４パーセントの家庭で整備済みであります。

未整備の家庭については、モバイルＷｉ－Ｆｉ等の貸与について検討してまいりま

す。

次に、タブレットの取扱いについてであります。

タブレット端末は、学校内で使用の仕方を習得し、学習等の必要に応じて学年によ

る管理能力を勘案し、自宅に持ち帰ることを考えております。

タブレット端末の耐用年数は５年程度でありますが、ＩＣＴ機器等賃貸借契約と一

体的に更新することが望ましいと考えております。

同じタブレットを使い続けるかについては、児童・生徒の人数が変化していくこと

を考慮し、年度ごとに変更していくことが適切であると考えております。

バージョンアップ等の対応については、必要に応じて対応してまいります。

家庭に持ち帰る場合の利用規程については、タブレット端末の納品時期をめどに整

備してまいります。

次に、モラルについてであります。

御指摘のとおり、ＳＮＳを介した誹謗中傷などのいじめは、全国的に大きな課題と

なっております。本市の小・中学校では、ＳＮＳを介したトラブルは非常に少ない状

況であります。

学習用のタブレット端末は、個人の所有物ではないため、ＳＮＳ等のツールはダ

ウンロードしないよう指導してまいります。

情報モラル教育については、全ての小・中学校で実施しております。具体的には、

技術・家庭や道徳を初めとした教科での指導、集会活動での指導、外部講師を招へい
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しての指導、学校報やＰＴＡ活動による啓発などを実施しております。今後も情報モ

ラル教育を推進してまいります。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 再質問ありませんか。７番船木議員

○７番（船木正博君） いろいろ御答弁ありがとうございました。再質問は、教育委員

会の方から先にやっていきたいと思いますので、よろしくお願いします。

初の目的と効果ですけども、これ私も感じているんですけども、とても高尚な理

想を持った構想だと思いますけども、今、ペーパーからデジタルへ、ますますペー

パーレス化が進んでいく時代でございますので、電脳化の時代というんですか、そう

いった時代を見据えた効果的な運営を心がけていただければありがたいと思います。

進め方についてですけども、これ、いろいろ取り沙汰されるんですけども、あると

ころは現場に丸投げとかそういう、学校自体にですね、そういうことのないように、

現場に丸投げということにならない、そういうことが懸念されますけども、そういう

ことがないように進め方お願いいたします。

それから、ぜひですね落ちこぼれた取り残される子どもさんが出てこないように、

そういうふうに進めてもらえればありがたいと思います。

あと、環境整備ですけども、年内にやりたいと、完備したいということでございま

す。そういうふうに早めていただいたことで、また一層効果が上がると思いますので

早めの手配よろしくお願いします。

そうすると、来年から、次期からの今後の予定というのは、ほとんど今回で済んで

しまうのでしょうか、その辺のところ。

○議長（吉田清孝君） 栗森教育長

【教育長 栗森貢君 登壇】

○教育長（栗森貢君） お答えいたします。

この夏までには小・中学校の高速Ｗｉ－Ｆｉの通信設備が完成いたしました。そし

て今年までに一人一台のタブレット端末の設置を考えておりますので、それに向けて

今、業者と詰めている段階であります。ですから、まず早ければ今年中に子どもたち

が授業等でタブレットを手にすることができるということになります。

以上です。



- 76 -

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 手早い対応ありがとうございます。

それでですね、その設置した場合、この運営の仕方とかなるんですけども、この

際、細かいところまで聞きますけども、学校一斉でアクセスした場合、そういった場

合に固まってしまうとか、機能しなくなるとか、そういうふうな場合もあるわけです

ね。そういったことのないように校内環境はしっかり整備してほしいと思うんです

が、そういうふうな状況、アクセスして動かなくなるとか、そういうふうな状況を考

えておりますか。もしなったときの対応はどうします。

○議長（吉田清孝君） 太田教育総務課長

【教育総務課長 太田穣君 登壇】

○教育総務課長（太田穣君） 私からは、高速Ｗｉ－Ｆｉの環境整備についてお答えい

たします。

教育長の答弁にもございましたとおり今回整備するものは、ＧＩＧＡスクール構想

の中での高速のＷｉ－Ｆｉということで、かなり容量が大きいということなので、ま

ず固まるという、いわゆるフリーズするようなことはないというふうに考えておりま

す。もしそういった場合は、すぐに教育委員会の方から担当が行き、また、業者の方

とも連絡取り合いまして、速やかに対応してまいりたいと考えておりますので、どう

かよろしくお願いしたいと思います。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） それは分かりました。そういうことでですね、まず運営してい

く上で、ひとつこれもまた細かいことですけども、実際、タブレットに一度に生徒が

使うわけですね。ここで充電するという問題出てきます。充電する場合に、１台、２

台じゃなくて大量に充電するので、充電の保管庫とかそういうふうな設備が今度必要

になってくると思うんですけども、今までも全体でそういう設備がなかったので、今

年度から急にそういうふうになると、そういうふうな問題も出てくるわけですね。そ

ういうふうな何といいますか充電設備とか、要するに充電保管庫とかいうものがあ

るんですけれども、そういうふうなことは考えておりましたですか。充電についてで

すね。

○議長（吉田清孝君） 太田教育総務課長
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【教育総務課長 太田穣君 登壇】

○教育総務課長（太田穣君） お答えいたします。

タブレットの保管に関しましては、キャビネットの中でタブレットを保管するわけ

ですけど、その中で充電の方を一括で行うということになりますので、それで充電

が、能力が落ちるということはございませんので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） その点は準備は万全なわけですね。ということで、今度、接続

範囲可能なんですけども、教室だけではなくて、せっかくなので普通教室だけじゃな

くて、特殊教室とか特別教室ですか、体育館とか、学校全体の中でアクセスできるよ

うな、そういうＷｉ－Ｆｉ環境を整えていただければ、すごくまず便利というか効果

的だと思うんですけども、その辺、学校全体の範囲をどの辺のところまでやれるのか

考えていますか。

○議長（吉田清孝君） 栗森教育長

【教育長 栗森貢君 登壇】

○教育長（栗森貢君） お答えいたします。

先ほど私の答弁でお話しましたが、接続可能範囲は、普通教室のほかに特別教室、

そして体育館も入っております。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 分かりました。

それと、教員の習熟度についてちょっとお伺いします。意外と熟練した先生たちが

多いと思うんですけども、特に若い先生たちはコンピュータ関係に慣れている人が多

いと思いますけども、中年以降のね、やっぱり不得意な世代の先生たちもいると思

うんですね。そういった場合、ＧＩＧＡ構想に対応できるのかどうかという、そうい

うふうな不安もまた出てきます。先生によって、授業の内容に格差が出てしまうと、

そういう使い様によって格差も出てしまうという場合もあり得るわけで、ということ

で、そういうふうなことのないように指導体制をしっかり整えておくことが大切だと

いうことになりますし、特に今年からは英語とプログラミング教育が追加されまし
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て、そういうこともあって、このあれは次の時代に生きる子どもたちの何といいます

か読み書きそろばんですか、のように必要になるといいますけれども、先生たちには

そういうことでかなりの負担がなるのではないでしょうかと、そういうふうな懸念も

あるわけです。そのためにも各校一人配置、指導支援とか配置してくださるというこ

となようでありますので、そういうふうなことのタブレットとかの使用法のサポート

体制をしっかりしていただきたい。

あとやっぱり、それだけでなくて授業の作り方とかタブレットの利用方法、そうい

うふうなこともいろいろ含めて、いろいろ適正、そしてソフトと指導体制、これどち

らも両方大切なので、そういうふうなところを指導者とならう方の人材確保、適正配

置ということを考えながら先生たちの習熟度を上げていってもらいたいなと、そうい

うふうに思いますのでよろしくお願いします。

何度も言いますけども、タブレット導入、不得意な先生とか、できる先生、これ

はっきりすいませんけども、うまい先生と、要するにあまりうまくないというか、そ

ういうふうな先生の落差があると、その先生たちにもできないと大変だと思いますけ

ども、また、

ですから、そういうふうなことのないように、しっかりいろいろデジタルディバ

イドが発生してしまいますので、そういうふうなところがないように市教委の方から

も指導をよろしくお願いしたいと、そういうふうに思っておりますので、これは要望

でございますので、こういうふうなことも考えながら進めていっていただければあり

がたいと思います。

あと、家庭学習ですけども、検討されているそうですけども、これからやる場合

に、家庭となると遠隔操作の動画等が今度必要になってくると思います。カメラと

か、そういうふうな機材もこの際、整備するのでしょうか。

○議長（吉田清孝君） 太田教育総務課長

【教育総務課長 太田穣君 登壇】

○教育総務課長（太田穣君） タブレットにつきまして、家庭での学習につきまして

は、今のところ、今年度におきましては、まずドリル等の活用ということを考えてお

ります。ｚｏｏｍとかカメラを利用したオンライン授業等々につきましては、今年の

冬の状況を鑑みまして、今後タブレットの活用も含めまして考えてまいりたいと思い
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ますので、よろしくお願いしたいと思います。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） はい、分かりました。そうするとですね、自宅にインターネッ

ト環境がない生徒が若干いるようでございますけれども、そういうふうなところにも

全然差がつかないように、しっかり対応していただきたいと思います。ない家庭への

配慮が必要でありますけども、この際、無償貸与なのか、費用が発生するのか、その

生徒の家庭にですね、そのところはどういうふうに考えておりますか。

○議長（吉田清孝君） 教育委員会総務課長

【教育総務課長 太田穣君 登壇】

○教育総務課長（太田穣君） 先ほどの教育長答弁にもありましたＷｉ－Ｆｉ環境が未

整備の家庭の児童・生徒は５月末現在で１８９名ということで、こちらの家庭におき

ましては、今後、オンライン授業での可能性が出た場合には、Ｗｉ－Ｆｉの貸与とい

うことを教育委員会では考えているところでございますが、そちらの有償か無償かに

つきましては、今後研究してまいりたいと思いますので、どうかよろしくお願いした

いと思います。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 今後考えるということですけども、御承知のように県では高校

の方には、もう無償貸与するということのような方針でございます。県の方ではです

ね。これから考える場合、それも含めながら考えていただければありがたいと思いま

す。

あとですね、モバイルとか貸した場合に、いろいろ家庭でも回線使用料とかそうい

うふうな問題が出てくるわけです。そういうふうなところ、要するにそこまで負担で

きるのかどうか、そこまでもまだじゃあ無償貸与かどうかも決まっていないので、そ

ういうＷｉ－Ｆｉの家庭での使用料もどうなるかということもまだ、全然それは考え

ていないですね。その辺のところもこれから含めて考えなければいけないと思います

ので、よろしくお願いします。

タブレットの取扱いについてですけども、いろいろ聞きました。それなりに対応し

ていただいておりますので、せっかく配られたタブレットですから、柔軟性を持たせ

て、より効果の高い方法を考えて実施していただきたいと思います。
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それから、家庭に持ち帰るときの利用規程、利用規約とかでございますけども、あ

る程度考えてはいらっしゃると思いますけども、これからタブレット、ルーターだけ

でなくＤＶＤとかもね、要するに家庭でやる場合、ＤＶＤとかの資料なんかも貸し出

しされるということも出てくると思いますので、まだそういうふうなこともいろいろ

合わせて、先進事例をね、いろいろあると思いますので、参考にしながら整備して

いっていただきたいと思いますけども、その辺のところ今の状況どういうもんです

か。

○議長（吉田清孝君） 太田教育総務課長

【教育総務課長 太田穣君 登壇】

○教育総務課長（太田穣君） 私からは、タブレットの使い方について御答弁いたしま

す。

今回の購入するタブレット、非常に落としても壊れにくいものであるということ

で、保証期間もまず１年以内ということで、タブレットは落下や圧迫による破損、水

没や液体こぼしなどユーザーによる過失の場合は、画面の破損は有償となります。今

後ですね、こちらのタブレットの運用につきましては、先進事例を参考にしながら規

程を整備してまいりますが、児童・生徒におかれましては破損等しないよう、取扱い

に教員を通して十分留意してもらうとともに、学校内での使用の仕方を習得し、学習

等の必要に応じて使い方に慣れていって、実際に慣れていってから御自宅に持って

いってそれを使うように指導するというような方向で考えておりますので、よろしく

お願いしたいと思います。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） そういうふうな利用規程とかもぜひ必要ですので、ばっちり規

約とか整備しておいていただきたいと思います。

モラルについては、今までもそういうふうなインターネットに限らず道徳のところ

とかいろいろ指導していらっしゃるようですので、これについてもしっかり取り組ん

でいるようでございますのでありがたいと思います。

ということで、いろいろ細かいところまで聞いていると思われるでしょうか、実際

これから進めていく上で必ずこれ出てくる問題なんですね。だから、そういったとき

に備えて、慌てないように今から綿密に準備しておかれればいいのではないかと思い
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ながら、老婆心ながら質問させていただきましたので、よろしく取り計らいのほどお

願いいたします。

ということで、教育委員会の方はこれで終わりにいたします。

それでは、自由霊園の方にいきたいと思いますけども、先ほどいろいろ市民からの

要望、１７．２パーセントということですけども、あまり多いというふうには感じら

れないと思いますけども、私のところには、男鹿市に住んでいる方、男鹿に移転して

住んでいる方から、男鹿に永住したいですけども墓が男鹿市にはないと。それで、無

宗教でも購入、運用可能な墓地がほしい方とか、あと、あるいは他の市町村へ依存し

ている状況はどうなのかなという、そういうふうな意見まで寄せられております。

この際、もう一度こういうふうな自由霊園について、市民からのアンケートを改め

てまた調査というか状況を調べるために、いつの１７パーセントかは知りませんけど

も、またアンケートね、これ取られる予定はないでしょうか。

○議長（吉田清孝君） 山田市民福祉部長

【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） お答えいたします。

先ほど市長が答弁いたしました内容につきましては、今年２月に実施いたしました

市民意識調査の中の調査でございまして、今後またこの公営墓地増設に関する単独の

調査というのは今のところ予定はしていないものであります。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 単独でやるとすれば、またいろいろあるでしょうから、そのう

ちまたいろいろアンケートを取る時期もあると思いますので、そのときはよろしくお

願いします。

あとですね、先ほどの答弁で、ほとんど自由墓地、全市的な要望には至っていない

という答弁ありますけども、これ前回と同じ答弁なんですね。全く変わっておりま

せんですね。そういうふうなことで、もう一度くどく言いますけども、この寺院を相

手にして、寺院だけで賄えればいいんですけども、そのほかに家を継いだ長男はいい

ですが、その家督を継がない次男、三男、そういうふうに本家の墓に入れない人たち

もかなりいるわけで、自分で墓地を探して、自分の墓を用意しなければいけないとい

う人も、これまたたくさんいますね。そんなことでこの場所や遺骨の埋葬などで悩ん
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でいる人は結構いるわけなんですね。ですから、そういう人たちをどうすればいいの

でしょうかと、その人のために公営墓地が必要となってくるわけです。行く方の定ま

らない人や身寄りのない人たちが、とてもこういうふうなことがあることによって考

え、要するに助かりますので、ほかの市町村でもかなり応募者、要するに公営墓地と

かやった場合、応募者が多数いると聞いておりますし、その辺のところ男鹿市でもま

だまだ考える余地はあると思いますが、どうでしょうか。もう一度その辺の考えを。

○議長（吉田清孝君） 答弁を保留して、午後１時まで休憩いたします。

午後 ０時００分 休 憩

午後 １時００分 再 開

○議長（吉田清孝君） 休憩前に引き続き会議を再開します。

答弁を求めます。山田市民福祉部長

【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） お答えいたします。

本市におきましては、寺院墓地並びに地域の共同墓地ということで、地域に密接し

た墓地を利用されていることもございまして、今現在、これらの墓地が絶対数が不足

しているという声は市の方には届いておらないものであります。

公営の墓地を造成する場合におきましても、どこにでも造成できるような性格のも

のではございません。これまでもお答えしてきておりますが、市街地に近接せず、か

つ将来の発展を予想し、市街化の見込みのない位置にあって交通の利便性のよい自然

環境を有する静寂な土地、墓地の３倍以上の面積が必要ともいわれており、多額の造

成費用を要することや、また、条件を満たす市有地がないことから、今の現状では困

難と判断しているところであります。

今後におきましても、市民の皆様の中には、この共同墓地が必要だという声も確か

にあることは認識しておりますので、今後の市民ニーズについて注視しながら必要に

応じて検討してまいりたいと考えております。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 答弁する前に、ちょっと訂正部分がありますのでよろしいで
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しょうか。

○議長（吉田清孝君） はい。

○７番（船木正博君） 午前中に発言した部分で、教育委員会のところで、ちょっと誤

解されやすいようなところがありましたので、訂正と取消しをお願いしたいと思いま

す。

タブレット導入の部分で、「はっきりいってうまい先生とそうでない先生は落差が

ありまして、先生たちにとっては地獄だと思っていますけども」と、その辺の部分

を、「大変だと思います」ということで訂正をお願いします。その後の分、「そうい

うふうな先生に教わる子ども不幸になる」というところ、この部分は全部削除してい

ただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。

○議長（吉田清孝君） はい。

○７番（船木正博君） そういうふうにお願いいたします。

それでは再質問いたします。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） いろいろ困難な事情は分かりました。全市的にも、お寺の方

さんで間に合っているという、そういうふうなことも分かっておりますし、土地選定

とか財政の負担がかなり大きくなるということは全然分かっております。その辺のと

ころも事情は分かっているんですけども、今後、他市を見ますと、やはり合葬墓など

でかなり人気があるようで、抽選でなかなか当選できない人もいるということ、そう

いうふうな状況もこれからなり得る場合もあると思いますので、そういうところをこ

れからの状況を考えながらやっていただけるということですので、また将来的には、

また見直す時期がありましたら再考をお願いしたいと思います。

それでは、八郎湖のアオコ問題にいきたいと思います。

これ毎年のことなんですけども、今年、先ほどの県の調査でアオコ発生レベル３と

いうことなようでございます。例年よりは少なめではないかなと思うんですけども、

それでも今年は特に外出するときはマスクとかはめなきゃいけない、そういうところ

で、車の中でもマスクしていてもアオコの臭いがしているんですね。私も実体験でそ

ういうふうな経験をしました。車の中でもマスクしていても臭っているんですね、そ

のアオコの臭いが。ということで、本当に近隣に住んでいる人は、本当に毎年このア
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オコ問題で悩まされているわけで、これとまた同時に、前のことですけども、ひどい

ときには防潮水門から放出されたアオコ、あのアオコの青い緑の筋がずーっと南磯、

戸賀とかあっちの方あたりまでずっと帯になって続いていたと、そういうふうなひど

い時期もありました。またいつかそういうふうなこともあるかもしれませんし、その

状況が寒風山の上に登って見ると、ずっと帯になって見えていたという、そういうこ

ともありますので、そういうふうなイメージ的にも、この風光明媚な男鹿市にそうい

うふうな状況であれば、これはまた大変なイメージのダウンで、そういうふうにつな

がりますので、そういうこともしっかり考えながら、このアオコ問題はやっぱり重大

なことだと思って関係者にいろいろ投げかけてほしいと思います。

また、景観もさることながら、漁業関係者にもこれ大きな影響がありました。魚か

ら、要するにアオコの臭いが染みついて売れなくなったという、そういう話も現実に

ありましたので、このように産業的にも男鹿市にとっても大きな悪影響を受けている

わけです。そういうことで今回もこの問題を取り上げました。

その対策は、それなりにとられておるようであります。下水道の整備とか浄化槽の

整備とか、八郎湖の水質保全対策とか、先ほどいろいろ答弁していただいて、さまざ

まいろいろな取組がなされているようでございますが、それも意外と限定的な部分の

何というか補助制度とか啓発部分に係るようなところが主で、あと根本的に水質保全

対策とまではいっていないんじゃないかなと。もちろんこれ、一筋縄ではいかない大

変なことではありますが、ぜひとも近隣市町村との協調して、あと、国・県、連携取

りながら、少しずつでも改善できるようにすることが大切だと思います。あきらめず

にね。 近、民間でも水質浄化とか取り組む団体とかも出てきているようでありま

す。私もいろいろ資料ももらいましたけども、たまにテレビなんかでも前は取り上げ

ておりました。そういうふうに官民一体となっていろんな角度から挑戦していただき

たいと思います。

ということで、９市町村で八郎湖水質対策連絡協議会ですか、そういうのがあるわ

けなんですけども、その辺のところ、市長どういうふうなところを協調体制、どうい

うふうなところをやって、年に何回ほど、そしてどんな成果が見えているのか、その

辺のところをちょっと現状をお知らせ願いたいです。

○議長（吉田清孝君） 山田市民福祉部長
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【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） お答えいたします。

議員御存じのとおり、八郎湖調整池を挟んで東部承水路、西部承水路、かなり広い

面積の残存湖が存在しております。

根本的な対策となりましても、やはりこの残存湖に入り込む、流入する水の問題、

また、大潟村を含む周辺の農業的なもので入り込む水の問題、また、滞留しやすいと

いう構造的な問題、いろいろな問題が絡み合っております。

本市単独では、とてもではありませんが、根本的な対応ができるわけでもなく、現

在この八郎湖の水質保全対策におきましては、県や流域市町村と連携して取り組んで

いるところであります。

周辺市町村で取り組んでおります連絡協議会におきましては、県が環境省と一体と

なって進めておりますこの湖沼の水質保全計画、これらの説明を受けるとともに、周

辺市町村がまずできること、先ほど議員がおっしゃいました下水道の整備とか無代か

きの農業手法の普及とか、そこら辺のところを協議しながら周辺一体となって取り

組んでいるところでございます。

この度、３月に八郎湖に関わる第３期の水質保全計画が示されましたが、これらの

計画につきましては、周辺市町村の関係する地域と近々ですが、来月の広報等でこれ

らの計画の概要を周知するとともに、周辺一体となってこの八郎湖の水質保全に取り

組んでまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） そういうふうに近隣の９市町村でも取り組まれていること、こ

れからもいろいろやっていただきたいと思います。

ということで、９市町村もさることながら、県とか国との連携も、これ大変重要だ

と思います。問題が問題、広い大きな問題でございますので、そういうふうなことで

９市町村だけではなくて、国や県、そういうふうなところの交渉といいますか、連携

が必要ですので、そういう国や県に陳情とかそういうふうな実績とかありますか。

行ったときあるか、それともないのか、近隣でそういうふうな行動をとられた年月日

とか、その内容、成果とかありましたら教えてほしいと思います。

○議長（吉田清孝君） 菅原市長
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【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 議員も承知のとおり、このことは非常に大きな問題なんです。

私も県議会議員のときから周辺の関係者から陳情を受けて、本会議でも質問したこと

もあります。昨年ですか、杉本県議もこのことを取り上げて質問しています。県の建

設部、生活環境部、そして農林水産部、一体となってその計画を立ててやっていこう

と、そういう取組をしています。その上の国では国交省、環境省、それから農林水産

省とかそういう関わりになると思いますけども、そこあたりも巻き込みながらやって

いこうと。それで、私が今一番期待しているのは、国営かんがい排水事業、八郎潟地

区の整備に伴って、この環境整備がやれるんじゃないかなと、そういう期待を持って

ます。だから関係者たちと一緒になって取り組んでいくと、そういう姿勢が大事だと

思いますから、前にも土地改良区や周辺の住民の人たち、その声を集約しながら何と

かいい方向にもっていきたいと思っていますから、議員の皆さんからも御理解をお願

いします。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） ありがとうございました。市長も前、県議会議員のとき、いろ

いろこの問題についてはしっかり取り組んでいたのは分かっております。また、この

前、杉本県議もこのことで県の方で質疑されておりますので、またそういうふうな国

や県、全体を巻き込んで、なおかついい方向に進むように頑張っていただければあり

がたいと思いますのでよろしくお願いします。

それこそですね、この問題に対しては、国を訴訟するくらいの強いそういうふうな

思いで取り組んでいただければ問題は進展しないと思いますので、そういうところで

よろしくお願いいたします。そうすれば、アオコの問題はこれで終わります。

市の住宅政策についてでありますけれども、いろいろ先ほど聞きました。量数的に

は、バランスは、需要供給のバランスはとれているようで、空き家も若干あるという

ことなんですけども、この現状といえですね、一軒家と、あと長屋形式、いろいろあ

るわけですけども、こういうふうな実態はどうなんでしょうか。ちょっとまたこれ細

かいことなんですけども、家賃形態とかね、あと一軒家とか長屋形式のいろいろなそ

ういうのあるわけですけども、家賃形態はどうなっていますか。
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○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

市営住宅の形式については、おっしゃるとおり長屋形式、それから一戸建て、それ

から２戸１棟形式、いろいろございます。さらにその家賃形態につきましても、長屋

形式については低所得者用ということで低く抑えられております。また、その家賃に

つきましても、入居者の所得、その他によって段階がございまして、いろいろありま

すけども、その入居者の所得状況に応じた家賃形態となっております。

詳しい細かいのは、今持ち合わせていませんけれども、一般に長屋形式は低所得者

用で低廉であると。所得の高い人用の戸建ての住宅については、それなりの家賃に

なっているという方式でございます。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） いろいろ長屋形式、一軒家形式、それとあと年収とかそういう

ふうなことによっていろいろ条件はあると思いますので、そういう中で運営管理して

いるのだということは分かりました。

現状として、一軒家の方にかなりやっぱり集中して申込みがあるわけですよね。そ

ういうふうなところは、結構応募者が多くて、外れる人も多いと。そうなった場合、

応募多数で抽選から外れた人おりますよね。そういうふうな人たちへのフォローとい

いますか、そういうふうなことは市の方では何か取り組んでいらっしゃるのでしょう

か。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） 入居について非常に倍率が高かったというのは、これ

まで新設の住宅が何戸か、規定数に達するまでということで平成２９年まで造ってき

ております。このやはり新設の新しい住宅に対しては、応募も多数でございますし、

さらに抽選になって漏れる方もおられたということでございます。

ただ、場所と築年数、これによって人気の度合いが違いまして、市としましては、

その希望の住宅で漏れた方に対しても、こういう地区にこういう住宅はありますよと

いうような紹介はするのですけども、やはりその新築の住宅を目指している方という
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のは、なかなか代わりの紹介された住宅に入るということはなかったようでございま

す。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 分かりました。そういうことで、やはり人気のあるのは新しい

ところがね、そういうふうなところに集中していきますけども、やっぱり何といいま

すかミスマッチですね、需要と供給のミスマッチが、そういうところあるのは分かり

ます。

あと、民間とのあれですけどね、民間とそういうふうな事業者との協業とか協調と

はあるのか、あるんでしょうか。あるいは意見交換とか情報交換ね、そういうふうな

機会とかを設けていらっしゃるのか。というのも、市全体の住宅事情についていろい

ろ話し合って、民間と協調して住宅政策を進めていくことも必要であるかなと思いま

すので、民間との協調、政策、そういうふうなことは何かどっか取り組まれておりま

すでしょうか。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） やはり市内の住宅事情というのは、市内の経済状況、

それから社会動向によって大分変わってくると思います。現在の市営住宅のマスター

プランにつきましては、平成２８年度に見直しを行っておりますけども、来年度新た

にこれを策定する年に当たっております。この策定年に際しまして民間の情報、それ

から市内の住宅状況について、再度再検討いたしまして、住宅の建て替え等、詳しく

計画していきたいと考えております。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） そうですね、そういうこともありますね。それからですね、高

齢者、障害者、低所得者など多様な住宅困窮者に対して、いろいろな他市でも相談窓

口とか設けているようですけども、そういうふうな人たちの情報を共有しながら支援

するような住宅セーフティネットとかそういうふうなことは男鹿市ではあるのか、そ

れと検討しているのか、その辺のところどうですか。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】
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○産業建設部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

福祉関係からの、いわゆるそういうセーフティネット的な住宅の要望があれば、こ

れは現在、市で用意している空き家としてなっているすぐ入れる空き家、これについ

て紹介を行っております。年に数回、福祉関係の方から照会がございまして、入居等

の検討をしております。今年については、まだないということでございました。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 分かりました。必要に応じて考えていただければありがたいと

思います。

今後の整備方針ですけども、マスタープランとか考えてやっているようでございま

す。今の時代に合わせた、あと用途廃止とか変更ですか、それとあと団地の整理統

合、各世代にわたっての入居できるような活用方法とかいろいろな見直し、検討方法

があると思いますので、そのマスタープラン等に将来を見据えた住宅政策をとり進め

ていただければありがたいと思います。

あと、根木住宅の方ですけども、これ今、根木住宅、長屋の方ね、あれの問題あれ

ですけども、かなり空き家が多い、これからどうするかも、これからいろいろ検討課

題だと思いますけども、現居住者はですね今のところ少なくなって防犯や町内弱体化

などの不安を抱えている人が結構いるわけです。そういう人へは、居住者へ、住宅老

朽化による現状や今後の方針、どうしていくのかという、そういうふうな事情を含め

た方針とかは市の方では示しているもんでしょうか。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

根木住宅、いわゆる諸産堤団地でございますけども、こちらの方の築４３年、４４

年の長屋の方、これが市内で一番古いといいますか、建て替えの時期に来ているもの

でございます。こちら、現在４６戸ございますけども、入居が３７で９戸空けており

ます。これは建て替えのための政策空き家ということで空けているわけで、前計画に

おきまして令和３年度から建て替えを始めようというような計画でありましたけど

も、その前に入居者のアンケートを取りましょうということで、昨年１１月に入居者

のアンケートを行っております。かなり高齢者の方が住んでいる住宅になっておりま



- 90 -

すけども、建て替えを希望する世帯が約半数弱、４７パーセントでございました。た

だ、それにつきましても、冬期間非常に寒いということと、それから築５０年近く

たっていると。それから水回りに非常に不備があるということで、そういう意見も寄

せられております。

この根木住宅、諸産堤団地におきましては、そういう状況を踏まえまして、この次

の来年策定しますマスタープランの中で優先的に考えていかなければいけないだろう

というふうな方針を持っております。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） 分かりました。そうすれば、今度これからの住宅政策なんです

けども、いろいろ老朽化による耐震補強工事とか、あと、高齢者に向けたバリアフ

リーの改良とか、そういうふうな必要もされると思います。そういうことで、本市で

は修繕、改善、建て替えなどの、マスタープランもあるということでございますけど

も、そういう既存のその建物の要するに公営住宅等の長寿化計画とかね、そういうふ

うなものはあるわけでしょうか。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

そのことにつきましても前計画からいわゆる課題となっております。これは当然次

の計画にも引き継ぎまして、その順番、優先順位等を検討していくことになっており

ます。

現在の計画の中でも、いわゆる諸産堤団地、根木団地が優先でございますけども、

それ以降、増川団地、東山団地、戸賀団地、渡部団地、角間崎団地というふうな順次

これを改修すべきというような計画を持っております。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） そういったところの、諸産堤団地とかの北浦の方の団地です

か、そういう人たちは新しい、次のところに住み替えたいというような、そういうふ

うな希望の人もいると思うんですね。そういった場合は、やっぱりいろいろこちら

で、何というか、住み替えできるような、面倒とか取組とか、そういうふうなことも
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考えていらっしゃいますか。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） お答えいたします。

市営住宅のことにつきましては、いわゆる住み替えについては、なかなかこれを簡

単に認めるわけにはいかないというような方針は持ってございます。ただ、地域的な

状況がだんだん変わってきております。特に東山団地等におきましては、地域の人口

減とか、いわゆるそこで職場を持っていた方が、その職場がなくなってしまったよう

なそういう事例もございます。こういう事例に関しましては、住み替えは簡単にはで

きないんですけれども、個々の事情について相談を受けることはしていきたいと思い

ます。

○議長（吉田清孝君） ７番

○７番（船木正博君） はい、分かりました。それで６の市長の認識でございます。先

ほどいろいろ答弁いただきましたけども、市長には今後とも、そういうふうな市の困

窮者が安心できて、居住できるような、そういうふうな政策も大いに組み入れて、市

全体、社会全体でまとまってやっていただければありがたいと思います。

ということで、私からの質問はこれで終わります。ありがとうございました。

○議長（吉田清孝君） ７番船木正博君の質問を終結いたします。

次に、８番佐藤巳次郎君の発言を許します。

佐藤巳次郎君からは、一問一答方式によりたいとの申出がありましたのでこれを認

めます。８番佐藤巳次郎君

【８番 佐藤巳次郎君 登壇】

○８番（佐藤巳次郎君） それでは、私から６点にわたって一般質問をさせていただき

ますので、御答弁の方、よろしくお願いを申し上げます。

第１点目は、コロナ禍における感染症対策についてお伺いいたします。

新型コロナウイルスは、短期間に世界的な爆発的感染となっており、多くの地方自

治体は未曾有の事態となっております。

日本のコロナウイルス感染者は現在７万５６１人、秋田県は４８人であります。死

者は全国的には１，３４０人となっている状況で、今後さらに感染者は増え続けるの



- 92 -

ではないかと思っております。

そこで、新型コロナウイルスは、短期間に世界的な爆発的感染となっており、多く

の自治体が未曾有の事態になっております。そういう中で男鹿市に感染者は今のとこ

ろいませんが、市内経済への影響は多大であります。今後、先の見えない中での自治

体の役割は重大であり、当局の対応についてお伺いするものであります。

６点にわたってお伺いいたします。

一つは、男鹿市のコロナ禍による経済状況はどうなっているのか、事業種別にお伺

いするものであります。

二つ目は、国・県・市のそれぞれの支援策、支援事業の内容と利用者数についてお

伺いいたします。

３点目は、緊急宿泊支援事業補助金、プレミアム付商品券の購入状況について、現

在どうなっているのかお伺いいたします。

４点目は、男鹿市や商工会、観光協会等のコロナ禍への取組と対応について、どう

いう方向で検討されているのかについてお伺いいたします。

５点目は、コロナ禍による事業倒産や解雇等が男鹿市で出ておられるのかどうか、

お伺いいたします。

６点目として、今後の市の支援策と財源等について、どう考えておられるのか。当

然今後の支援策も必要じゃないかと思うわけでございますので、お答え願いたいと思

います。

それから、２点目は、風力発電による男鹿市への影響についてであります。

男鹿半島の南北に巨大な風力発電が５００基を超える計画がされようとしておりま

す。男鹿市にとっては、漁業や観光等に深刻な影響が出ると心配されております。市

民に安心して暮らせる日常が必要であることから、各課題についてお伺いするもので

あります。

一つ目は、秋田県内に計画されております洋上風力発電の総キロワット数はいくら

なのか。そして、風車は何基設置する計画なのか。また、具体的事業計画は、いつか

ら何年計画なのかも併せてお伺いするものであります。

二つ目は、男鹿半島の南北に巨大風車群が建つことになる予定だと思います。海上

の環境が大きく変わる状況となり、漁業や観光等に大きな影響が出ることになりま
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す。直接関わる男鹿市漁協は、どうこれらに対して対応しようとしているのかお伺い

するものであります。

３点目は、市長はこの問題をどう捉えているのか、今後重要な課題であり、議会と

協議しながら対応すべきと考えますが、市長の考えをお伺いするものであります。

四つ目は、市長は昨年の議会答弁で、環境影響評価法では市で意見を述べる機会が

設けられている。県では住民生活や景観など環境へ配慮し、地域住民の理解を得て事

業を行うよう求めていると伺っており、市も同様であると答弁しておりますが、今後

もこれについて変更はないと受けてもいいのかお伺いするものであります。

五つ目として、計画どおり着工、完成させた場合、男鹿市に入る財源は、どのほど

になるのか、そこら辺についても分かっておりましたらお聞かせ願いたいと思いま

す。

３点目は、公共施設にヒアリングループの設置と、難聴者の実態把握と補聴器購入

助成の充実についてであります。

私はこの件については、前にも質問しておりますが、男鹿市の高齢化はどんどん進

むことに比例して、難聴者が増加しておりますが、補聴器は高額で負担が大変であ

り、市の支援策がどうしても必要であります。市の施設には、難聴者向けの集団補聴

できるヒアリングループが必要であることから、２点についてお伺いするものであり

ます。

昨年９月議会で難聴者への支援を取り上げて、市では集団健診で聴覚検査の項目が

ないので実態把握ができない状況と答弁し、受診率の増加は大きな課題であり、今後

研究してまいりたいと答弁しておりますが、このことについてどうなっておられるの

か。高齢者人口は年々増加しており、支援策を早急に出していただきたいと思います

が、市長のお答えをお伺いするものであります。

二つ目は、難聴者の聞こえを支援するヒアリングループの全国的な普及状況を調べ

た報告が出ております。これは厚労省の２０１９年度の補助事業としてコンサルタン

ト会社が実施したものですが、これによりますと市区町村で約２５パーセント、文化

施設で約１４パーセントの導入率で、低い状況で、難聴の当事者団体はあらゆる場所

で利用できるように設置と周知を求めております。

本市は高齢化率が高くなって難聴者が多い中で、補聴器は高く、数万円から数１０



- 94 -

万円となっており、行政の支援がどうしても必要であります。国・県・市の助成内容

と今後の取組を強め、難聴者が増えることは確実であり、支援制度を強めてヒアリン

グループを設置して高齢者を安心させていただきたいと思いますが、市長の御答弁を

お伺いするものであります。

４点目は、海釣り施設の設置についてであります。

これも一度お伺いしておりますが、男鹿市は県内では海釣りのメッカではあるが、

釣り施設が不十分であります。子どもたちも安心して釣りができる状況にない状態

で、オガーレの向かい側は 適地なのでありますが、国・県の支援による早期の取組

が必要であります。市の対応についてお伺いするものであります。

海釣り施設は家族連れでも楽しめる施設であり、秋田港での防波堤では、今年から

正式な施設となっており、男鹿半島には数多くの海釣り客が来ております。国土交通

省では、支援策を検討しているが、どう進んでいるのか。オガーレの向かいは広く、

釣り施設としては 適と考えます。市長は国や県の動向を注視しながら必要性・有効

性等について研究したいとしております。国でも防波堤の利活用を進めるとして、私

も大変興味を持っている。現実に進むようになればと思っていると市長は答弁してお

ります。国・県とは協議されているのか、今後の見通しはどうか、積極的に取り組む

べきと考えますが、どうなのかお伺いするものであります。

後に５点目でありますが、映画の「泣く子はいねぇが」の市内各地で上映して、

男鹿の文化のさらなる継承をという項目であります。

この映画の封切りは１１月２０日から公開されることが決まったと報道されており

ます。男鹿市民の多くの方々から見てもらいたいと考えるが、上映すべく市として力

を尽くすべきと考えますが、市長の考えを伺いたい。

男鹿の文化の代表であるナマハゲを全国に広め、これを機にナマハゲ文化をさらに

広めて、男鹿への観光客をさらに増大のステップにできるのではないかと期待する一

人であります。市でも積極的に取り組む必要があると考えますが、市長の今後の取組

に期待するところが大きいわけでありますが、市長の決意のほどをお伺いするもので

あります。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 答弁を求めます。菅原市長
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【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 佐藤議員の御質問にお答えします。

御質問の第１点は、コロナ禍における感染症対策についてであります。

まず、事業種別の経済状況についてでありますが、新型コロナウイルス感染症の全

国的な感染拡大による人の移動や経済活動の縮小は、多くの業種に対して影響を及ぼ

しているものであります。

本市においては、定期的に男鹿市商工会や金融機関、ハローワーク等との情報交換

を通じ、情報収集に努めているほか、事業者向けの各種支援制度の申請書類などから

事業種別の状況を整理しております。

その中で経営安定資金関連の認定申請書類から各事業者の前年同月との比較による

売上状況を見ますと、建設業においては前年比４５．９パーセントの減収、製造業で

は３８．６パーセントの減収、卸売業・小売業では２８．５パーセントの減収となっ

ているなど、宿泊業・飲食サービス業はもとより、多くの業種で新型コロナウイルス

感染拡大の影響を受けているものと認識しております。

次に、国・県・市の各々の支援策・支援事業の内容と利用者数についてでありま

す。

新型コロナウイルス感染症で大きな影響を受けている事業者等を支援するため、国

ではＧｏ Ｔｏ トラベルキャンペーンを初め、事業継続を支援する持続化給付金や家

賃支援給付金、雇用の維持を図るための雇用調整助成金などの制度を実施しておりま

す。

また、県ではプレミアム宿泊券やプレミアム飲食券を発行するなど、宿泊施設や飲

食店の利用促進を図っているほか、経営安定資金制度を充実させるなど、経営に支障

を来している事業者の支援を行っております。

一方、市では市内宿泊施設への支援として男鹿市緊急宿泊支援事業を実施したとこ

ろであります。利用実績については、７月末現在で５，４０４人となっております。

なお、８月臨時会で可決いただいた追加分の予算については、支援対象となる宿泊

期間を１０月１日から２月２８日までとしており、コロナ禍により、観光客数の落込

みが例年より厳しいと見込まれる冬季間の誘客促進に効果を期待しているものであり

ます。
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また、主に宿泊業・飲食サービス業等を営む事業者、漁業者等への経営支援を行う

ための新型コロナウイルス感染症対策緊急支援金については２５２件の給付を行って

おります。

さらに、市内の消費喚起を図り、市内経済の活性化を図るため、７月からはプレミ

アム付商品券の販売を開始しており、８月末時点で１万５，６４７セットの販売実績

となっております。

今月１６日からは商品券の追加販売を予定しており、より多くの店舗に効果が波及

されるよう、利用店舗の掘り起こしを進めた結果、８月末時点の店舗数は７月末時点

の２１２店舗から２８０店舗に拡大するなど充実を図っております。

これに加え、購入限度数を大幅に引き上げることで、電化製品の購入やリフォーム

など、あらゆる分野での活用を促進してまいります。

市としましては、関係団体との連携を一層強化し、支援制度の周知や利用を促進し

ていくとともに、事業者の状況を随時把握しながら市内経済の維持・活性化に向けた

取組を進めてまいります。

次に、市、商工会、観光協会等のコロナ禍への取組と対応についてであります。

新型コロナウイルス感染症の拡大は、３月以降、市内経済にも大きな影響を及ぼし

ていることから、男鹿市商工会においては、国の支援制度を活用する際の申請サポー

トを初め経営面でのさまざまな相談に対応するための専門窓口を設置するなど、市内

事業者に寄り添った支援体制を構築しております。

市としましては、金融、雇用の状況を初め市内事業者の経営状況などの情報共有を

図るため、市内金融機関、ハローワーク男鹿、男鹿市商工会との定期的な会議を行っ

ておりますが、今後も引き続き、関係機関との連携を図りながら、市内事業者の経営

活動の下支えや市内経済の活性化に向けた取組を推進してまいります。

また、男鹿市観光協会や男鹿温泉郷協同組合においては、会員事業者に対し、国・

県の予防ガイドラインの周知を図るとともに、コロナ禍における施設の管理体制の構

築や接客時の対応の徹底を図ることで、安全・安心な観光地づくりに努めているとこ

ろであります。

市としましては、今後も男鹿市観光協会や男鹿温泉郷協同組合はもとより、国・県

等と連携し、Ｇｏ Ｔｏ トラベルキャンペーンや各種誘客施策の実施、営業活動等へ
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の支援を行うことで、大きく落ち込んだ観光需要の回復に向けた取組を推進してまい

ります。

次に、コロナ禍による事業倒産、解雇についてであります。

ハローワーク男鹿に確認した結果、休業手当等を支払った上で社員を休ませる雇用

調整助成金を活用した事例は、市内で２４件であると確認しております。

幸いにして、８月末時点では市内事業者の倒産、これに伴う解雇は生じておりま

せんが、求人数の減少傾向が見受けられることから、今後も新型コロナウイルス感染

拡大等が市内経済へ及ぼす影響を注視してまいります。

次に、今後の市の支援策と財源についてであります。

市では、事業者を支援する取組として新型コロナウイルス感染症対策緊急支援金の

給付や事業者の上水道料金の免除を初め販路拡大に係る新たな取組、市の観光施設を

コースに盛り込んだ旅行商品の造成、貸切りバス等の利用に対する補助等を行ってい

るほか、市内の消費を喚起する経済対策としてプレミアム付商品券やプレミアムパス

ポートの発行、市内宿泊施設に宿泊する際の補助等を行っております。

これらの事業については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活

用することとしておりますが、今後も国や県、関係機関と連携を図り、財源等の情報

を収集し、刻々と変化する状況に柔軟かつ機動的に対応しながら、効果的な事業の実

施に努めてまいります。

御質問の第２点は、風力発電による本市への影響についてであります。

まず、秋田県内に計画されている洋上風力発電事業の概要についてであります。

一般海域における洋上風力発電事業については、本年７月２１日、能代市、三種町

及び男鹿市沖と由利本荘市沖が海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の

利用の促進に関する法律に基づく促進区域に指定されたところであります。

また、八峰町・能代市沖が有望な区域と、潟上市沖が一定の準備段階に進んでいる

区域として位置付けられております。

今後の予定として、国により事業者選定のための公募占用指針が定められた後に公

募手続が進められ、発電事業者が選定されることとなります。

促進区域の指定がなされてから事業者が選定されるまでには、少なくとも１３カ月

程度を要する見込みとされていることから、事業者の選定は、令和３年８月以降にな
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るものと思われます。

選定された事業者における海域の占用期間は、 大３０年となっており、選定され

た事業者は、海域の調査や発電設備の設置、撤去工事を含め、その期間内で発電事業

を進めていくこととなります。

現在は、公募占用指針の決定前の段階であり、それぞれの海域において、個々の事

業者が検討を進めているところであることから、風車の総出力や設置基数を含む具体

的な事業計画については確定していないものであります。

なお、秋田港及び能代港では、港湾区域内で洋上風力発電事業が進められておりま

す。両港での洋上風力発電事業については、合計３３基の風車を設置し、総出力は約

１４０メガワットであると伺っております。

次に、秋田県漁業協同組合の対応についてであります。

秋田県漁業協同組合からは、促進区域内外での漁業操業に大きな影響が及ばないよ

う、漁業者の理解を得ながら事業計画が検討されていくよう選定事業者との協議を

行っていくとともに、長期間にわたり実施される事業であることから、地域との共存

共栄の理念を踏まえ、漁業との協調・共生策を検討するよう求めていく考えであると

伺っております。

市としましても、秋田県漁業協同組合と連携しながら、選定事業者との協議を行

い、「つくり育てる漁業」を持続的に行うことができるよう努めてまいります。

次に、市としての対応についてであります。

今後、事業者選定を経て、事業の内容が定まってくると見込まれることから、状況

を踏まえて市民や議会に報告してまいります。

また、選定された事業者に対しては、これまでと同様、地域住民の生活環境への影

響について十分な調査を行った上で、必要に応じた対策、追跡調査等を実施するなど

し、地域の理解を得ながら事業を進めるよう求めてまいります。

次に、本市への収入についてであります。

市への収入としましては、洋上風力発電施設からの固定資産税収入が見込まれま

す。

また、法律に基づく、国、県、市町村、利害関係者及び学識経験者からなる秋田県

能代市、三種町および男鹿市沖における協議会では、発電事業により得られた利益の
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一部を基金への出捐等により地域へ還元し、地域や漁業との協調・共生策を講じるこ

とについて意見を取りまとめており、資源エネルギー庁のホームページで公表されて

おります。

御質問の第３点は、公共施設へのヒアリングループの設置並びに難聴者の実態把握

及び補聴器購入助成の充実についてであります。

まず、加齢性難聴者の実態把握についてであります。

市が実施する特定健康診査及び後期高齢者健康診査は、生活習慣病の発症や重症化

予防を目的としている健診で、国で定められた検査項目により実施しているため、聴

力検査は含まれておらず、実態把握は困難な状況であります。

聴力検査を実施する場合、市単独の取組となり、検査費用に対する市の財政負担や

医療機関における検査機器の整備など多くの課題があることから、健診への聴力検査

の導入は考えていないものであります。

次に補聴器購入の助成についてであります。

昨年９月定例会でもお答えしておりますが、加齢性の難聴も聴覚障害の一つであり

ますので、障害の基準に適合し、身体障害者手帳を取得された方は、補装具費支給制

度により助成を行ってまいります。

なお、基準に適合しない高齢者への市独自の支援については、考えていないところ

であります。

次に、公共施設へのヒアリングループの設置についてであります。

ヒアリングループは、会議等で音声を聞き取りやすくなるといったメリットがある

一方、マイク等を通じた音声でないと聞き取り難いといったデメリットもあることか

ら、設置による効果を見きわめながら検討する必要があると認識しております。まず

は、国・県の研究の動向を注視してまいります。

御質問の第４点は、海釣り施設の設置についてであります。

まず道の駅おがの向かい側にある船着き場は、立入り制限区域を設けておらず、現

状においても釣りを楽しむことができる状況にありますが、現在、漁業者が利用して

いることや水深が浅いことなどから、釣り場の開設には適さないと考えております。

一方、ＪＲ男鹿駅、道の駅おが、さらにＯＧＡマリンパーク等を含めたエリアへ海

釣り施設を整備することは、船川港周辺のみならず、男鹿市全域のさらなるにぎわい
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を創出する上で効果的であることから、これまで県と数回意見交換を重ねておりま

す。

市としましては、引き続き、市内で行われる釣りイベントや、釣り関係者との連携

も視野に入れながら、家族連れで楽しめるエリアの創出に向けて各種取組を推進して

まいります。

御質問の第５点は、映画「泣く子はいねぇが」の市内での上映についてでありま

す。

まず、本作は男鹿のナマハゲに着想を得た秋田市出身の佐藤快磨監督の商業映画デ

ビュー作として、２０１８年第７１回カンヌ国際映画祭の 高賞を受賞した是枝裕和

監督の強力なサポートを受けて制作されたものであります。

映画の撮影は、船越地区、入道崎、男鹿水族館など市内各所で行われ、各町内会や

婦人会、企業のほか、市民の皆様から多大な支援、御協力を受けながら無事終了いた

しました。

市としましても、１１月の映画公開を男鹿の認知度向上を図る大きな機会と捉え、

引き続き映画を活用した男鹿の認知度向上や誘客促進を図ってまいりたいと考えてお

ります。

また、市内での上映実現は、市民に男鹿の有する自然資源や伝統文化のすばらしさ

を改めて認識してもらい、ふるさと男鹿に対する自信と誇りを取り戻していただく機

会になるものと確信しておりますので、市内での上映実現に向けて取り組んでまいり

ます。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 再質問ありませんか。８番

○８番（佐藤巳次郎君） 答弁ありがとうございました。

初に、コロナ禍における感染症対策についてということで、市の方でも県・国等

の中でいろいろ検討されておることに対して感謝を申し上げる次第でありますが、今

の御答弁の中で一つ気にかかるのは、子どもに対する支援策がないのかなと思ってい

るわけですが、市長はお答えなってませんが、今後そういう子どもへの支援策の具体

化というのが出てくるのかどうか、ぜひ子ども対する支援も県内各地でも行っており

ますので、ぜひ取り上げてほしいなと思いますが、そこら辺をお聞かせ願いたいと思
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います。

○議長（吉田清孝君） 山田市民福祉部長

【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） お答えいたします。

ただいま市長が答弁いたしましたのは、経済対策ということで市としてお答えした

ものでありまして、子どもへの支援対策につきましては、臨時議会等でも予算提案し

ておりますが、一人親世帯への支給を現在進めているところでありますし、また、子

育て支援策といたしましては、基準日以降に生まれました新生児に対する支給のほか

に、保育施設等、学校施設も含め、感染予防対策ということで予算措置しているとこ

ろでございますので、よろしくお願いしたいと思います。

○議長（吉田清孝君） ８番

○８番（佐藤巳次郎君） コロナ対策については、この後もいろいろ質問できる機会が

ありますので、次に風力発電についてお伺いいたします。

これは非常に風力発電の能力、それを高めて国民が利用できるということの関係で

は非常にいいかとは思いますが、実際、風力発電による影響によって困る事業がいろ

いろあろうかと思うわけで、そういう意味では非常に問題があるのじゃないかなと

思っております。

そこで、先ほど市長がお答えなっていないのは、県内の海域でどれほどの風力発電

が計画されているのかということで、私が調べたのは、男鹿市を南北にしますと、男

鹿市の北の方、能代方面に四つの事業者が洋上風力を建設するということで、３４３

基を作ると。そして、男鹿市より南の方、にかほ市までが１７２基を作ると。全部合

わせて５３０基という計画ということが出ております。こういう具体的な内容は、市

の方では把握していないということなのか、そこら辺についてお伺いしたいと思いま

す。

この私がいただいた資料によりますと、男鹿市の北の方では、全体で２２１万キロ

ワット、そして３４３基になると。そして南の方は１２５万キロワット、１８７基。

合わせて３４７万１，０００キロワット、５３０基、こういう数字があるわけです

が、この数字は市の方で把握しているものなのかどうなのか、ひとつお聞かせ願いた

いと。この今お話した中で、この２月の、先日の魁新聞に秋田・能代両港湾区域に洋
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上風力、月内に着工と、３３基、２０２２年稼働を目指すというのが載っております

が、私が述べた数字の中には、この二つが載っていると、計画の中になっているとい

うことであります。そういうことで、非常に秋田県の海岸線は巨大な風車に囲まれて

しまうと。漁業がどうなるのかという心配を私は非常に持っているわけです。この海

域に計画されている、秋田県内のこの海域の全てを、この風車で占められるという計

画なわけで、これは非常に問題があるのではないかという気がしますが、そのあたり

の考え方をひとつお聞かせ願いたいなと。

それと、この私今、基数が５３０基と言いましたけれども、この１基というのは、

どのぐらいの大きさ、面積になるのか、そのあたりは市の方で、どう把握しているの

かです。かなりの大きいものになるんじゃないかなと思っておりますが、そこら辺は

市の方でどう考えているのか、ひとつお聞かせ願いたいなと思っているところであり

ます。

それから、魁新聞によりますと、この間の新聞で、能代方面とかの分は、日本では

風力発電の施設の初めての商用運転となるということで、総事業費が１，０００億円

かかると、こういう報道であります。ですから、この県内に計画されている全てを計

算しますと、非常に莫大な事業費になろうかと思っているわけです。私の計算では、

２兆５，０００億円ぐらいかかるんじゃないかと。３２０万世帯分ぐらいの発電施設

になるんじゃないかと、こういうのが私が計算した中にはあるわけです。魁新聞に秋

田港と能代港だけでも１３万世帯分だと、こういうことですので、そういうふうなこ

とになろうかなと思っております。それで、新聞によりますと、この能代港と秋田港

の分は、着床式の風車ということですが、着床式の風車というのは、どういうなの

か、そこら辺ひとつお聞かせ願いたいなと。

それと、出力、キロワット数です。キロワット数と風車の大きさというのは、比例

するものなのかどうなのか、そこら辺はおわかりになったらお聞かせ願いたいと。

○議長（吉田清孝君） ８番さん、一問一答式やめて、３回ね。一問一答式でなく。

○８番（佐藤巳次郎君） このまままずやります。

それから、男鹿市は国定公園に指定されておりますけれども、国定公園への影響と

いうのを市の方ではどう考えているのか。この風力発電が国定公園の制約を受けるの

ではないかと考えますが、そこら辺はどう考えているのか、ひとつお聞かせ願いたい
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と。

それと先ほどお聞きしましたが、漁業への影響は、実際、市の方ではないとは考え

ていないと思いますけれども、どのような影響が出るのか、沿岸漁業の主である男鹿

市の漁業に、私から言わせれば壊滅的な状況になるんじゃないかと思いますが、そこ

ら辺に、どう対応しようとしているのか。やはり漁業者を考えての施策でなければい

けないんじゃないかと思っておりますが、そこら辺についてお聞かせ願いたいと思い

ます。

それから、この洋上風力を作る、陸から作るところまでの距離というのは、どのぐ

らいになるのかですな。かなり離れたものでなければ非常に問題が起きるんじゃない

かという気がするわけですが、そこら辺、市の方で把握しているものがあれば、ひと

つお聞かせ願いたいなと思っております。

それから、この風車の大きさというのはどうなのかです。この事業、この計画を見

ますと、事業者が風力発電する箇所が、県内を７カ所で分けて工事をするようになっ

ておりますが、それぞれの会社が会社なりに事業をやるのか、国や県の指導の中で一

体的な工事をしようとしているのか、そこら辺はどう把握しているのかです。５３０

基というものすごい風車ができ上がるわけで、そういう意味では非常にこの秋田県の

海域は、まさに漁業は、したくてもしようがないような、そういう状況じゃないかな

と。私の資料は、この北の方、能代方向は４事業者が入って、３事業者が陸地に近い

方、もっと洋上の方へ、この３業者ぐらいの大きさのものを、その後ろに作ると、こ

ういう二段構えの計画なわけです。そういうことですから、非常にやはり海域が大変

な状況ということが言えるじゃないかと思っておりますので、そこら辺についてひと

つお聞かせ願いたいと。

それと、発電事業者と県や市、漁協との協議はなされているかと思いますが、その

内容等について、ぜひこの場で聞かせてもらえないかと。市の方で、どうやはり事業

者へ話されているのか、そこら辺についてお聞かせ願いたいと思います。

魁新聞によりますと、県は１月に秋田と能代両港湾区域内の計３５ヘクタールあま

りについて、今年の２月１日から令和３２年１１月末の占用を許可したということで

すが、この占用というのはどういうことなのか、どういう制限があるのか、そこら辺

もお聞かせ願いたいと思います。
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それから、当然工事やるとすれば海底の掘削工事が行われていくものと思います

が、どういう工法でやられるのか。漁業者にとっては海底の掘削による被害というの

も、これもまた大変じゃないかと。やはり漁業の壊滅状況の大きな原因の一つという

ことになろうかと思うわけで、そこら辺はどう考えているのか、ひとつお聞かせ願い

たいなと。

それから、 初のコロナ禍における問題として一つお聞きしたいのは、男鹿市内で

コロナ禍を心配してのウイルス検査をやりたいという方もおられるかと思うわけです

が、実際、市の方にそういうことで検査してほしいということであれば、感染者でな

くても、普通の人でも検査できるのかどうか、そこら辺どうしようとしているのかお

聞かせ願いたいなと思っております。

それから、海釣りの施設の設置についてですが、やはりこの男鹿にとっては海の釣

りというのが非常に興味があるし、子どもたちもぜひ男鹿での釣りをやりたいという

子どもがたくさんおられるわけですし、大人も海岸沿いに行きますと釣っているお客

さんが結構おられるのが現状であります。そこら辺について釣り客に対する、このオ

ガーレの向かいの施設を、ぜひ釣り場にしてほしいと。そして、オガーレで釣道具を

貸出ししたり、調理をしたりということができるんじゃないかと思いますが、そこら

辺はどう考えているのか。

県が釣りの防波堤としての施設整備を早急に県の計画としてやるという方向では、

今の市長の答弁ではやらないということにも聞こえたわけですが、そこら辺ぜひ市と

して釣りの施設にぜひやってほしいと思っておりますので、市長からも大いに頑張っ

てほしいなと思っておりますので、そこら辺についてお聞かせ願いたいなと思いま

す。

それから、 後に映画の「泣く子はいねぇが」についてでありますが、この佐藤快

磨監督が男鹿半島に５年間も通って構想を練ったという作品であります。この９月２

６日に国際映画祭の結果が発表されるということになっておりますので、ぜひ期待し

たいところであります。国際映画祭ということでありますので、賞をもらえればな

と、そうなれば、男鹿のナマハゲもまた全国的に、さらに宣伝されるんじゃないかと

いうことであります。

この映画の実際の封切りは１１月２０日から公開されるということですが、先ほど
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の市長の答弁では、公開は公開だけれども市の方でも市民にこの映画を観れるという

機会をつくるような話の答弁じゃなかったかなと思いますが、実際は市の方で市民に

観せたいということであれば観れるということなのか、そのあたりちょっと私も分か

らない、映画会社とかいろんなそういう制約ないのかなと。全国公開が１１月２０日

と。１１月公開の前にも市民には観せることができるものなのか、監督がよければい

いのか、そのあたりがちょっと分からないので、どういうふうなことになるのか、そ

こら辺をひとつお聞かせ願いたいなと思います。

以上です。

○議長（吉田清孝君） 佐藤総務企画部長

【総務企画部長 佐藤透君 登壇】

○総務企画部長（佐藤透君） 佐藤巳次郎議員の御質問にお答えさせていただきます。

洋上風力の部分に関する件ですけれども、ちょっと質問がかなり多かったので、も

し答弁漏れございましたら御容赦願いたいと思います。

まず初めに、全体的な基数、洋上風力の基数のお話でありますけれども、佐藤議員

のおっしゃっている全体の５３０基というのは、今現在提案されている事業者の人た

ちが全て設置した場合の基数となっております。今現在、意欲を示している業者は全

部で、能代、三種、男鹿沖の部分については５社であります。その中で４社は先行し

て、いわゆる環境アセスメント、こういう手続を取っているところでございます。こ

の４社のデータからいきますと、 大でも１７２基、一番少ない業者ですと５６基と

いうことになっております。この５社の中から１社が選定されるということになりま

すので、男鹿沖において何百基も立つということではございませんので、そこの部分

は御理解いただきたいと思います。

そうすれば、順に従って答えさせていただきます。

１基当たり、総工事費いくらぐらいになるのかというお話でございましたけれど

も、これについても業者によって価格が違っております。おおむね１基当たり１０億

円はかかるんではないかということは想定されておりますけれども、先ほど申したよ

うに 大で１７２基ということであれば、１，７２０億円規模の事業になるという具

合に試算はできるものであります。

それと着床式という御質問がございましたけれども、それは洋上風力の柱をどう
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やって工事するかというようなところでございまして、それにつきましては、いわゆ

る海底に設置するというものを着床式、床に着くということで着床式という具合に

呼んでおります。それ以外では、浮体式、浮く体ですね、浮体式ということで海底の

方に重り、アンカーを付けて、流されないようにしたまま浮力を保っておくと、こう

いうようなタイプもございます。今回、おおむね検討しているものは、着床式という

ようなことと伺っております。

それと、ワット数と風車の大きさには比例するのか、能力に比例するのかというこ

とですけれども、これは当然比例するものでございます。

それと、国定公園への制約はということでございましたけれども、あくまでも国定

公園については海岸線のところから陸地の部分について指定されているものですの

で、いわゆる海上の部分については今のところ制約は受けないものと認識しておりま

す。

漁業への影響はどのようなものかということでありますけれども、これについては

いろんな場面で話題になっているところでありますけれども、沿岸に定着する魚のみ

ならず、秋田県においてはハタハタ、季節でいくとサケ漁、この辺の部分についてい

ろいろ影響を受けるのではないかということで秋田県漁協では苦慮しているところで

ございます。

それと、風車の陸からの距離ということでございますけれども、先ほど答弁いたし

ましたとおり、業者によって違うということはございませんで、これは沿岸から一番

近いところで１キロメートル、遠いところで４キロメートルという具合にうたわれて

おります。

次に、風車の大きさということでございましたけれども、一番高いところで２００

メートル、ちょうど回る部分のハブというところでモーターの付いているところです

けれども、この高さまでおおむね１１０メートル、それで羽の部分については全高で

２００メートルになりますので、大体１６７メートルぐらいの直径の羽になるという

具合になっております。

それぞれの企業がそれぞれ工事するのかと、それとも誰かが調整するのかという御

質問でございましたけれども、これについては事業者、その海域で事業者は１社にな

りますので、その１社が独占的に対応するということになります。
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発電事業者との協議等の内容はどういうことになっているのかということでござい

ますけれども、これにつきましては、いわゆる再エネ海域利用法という法律のもとで

協議会が設置されております。経済産業省及び関係する県と共同してということで、

当然国土交通省が主体となってやっているわけでございますけれども、秋田県でいく

と能代市、三種町及び男鹿市沖ということで会議を３回ほど実施しております。その

中でいろんな協議がなされているわけですけれども、 終回ですね、第３回の会議に

おいて令和２年３月３０日ですけれども、この協議会における意見という形で取りま

とめられております。この意見書につきましては、国土交通省のホームページの方で

公開されておりますので、詳細はそちらを見ていただければ大変助かるところでござ

います。

占用を許可したというのはどういうことかということでございましたけれども、そ

の海域をその業者が、いわゆる占用できると。風力発電事業に占用で使えるという、

そういう意味の占用でございます。

どういう工法かということでございますけれども、先ほどお話したように着床式、

あとは浮体式となっていますけれども、現在市の方に出している部分については海底

に石を投石した上でコンクリート等の二次製品で基礎を作り、その上に柱を立てて羽

を付けるというような案で出てきておるところでございます。

私から以上です。

○議長（吉田清孝君） 山田市民福祉部長

【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） 私からは、新型コロナウイルス感染症に関しまして検

査体制につきましてお答えさせていただきます。

今現在、秋田県では公的な検査場しか設置されていないと認識しております。相談

センター並びに地域の診療所から必要と認められた方のみの検査となっていると認識

しております。都会の方では各診療所において独自にやっている例もあるみたいです

が、県内では今のところそのような動きはないと思われます。

先頃示されました国の今後の取組という中に検査体制の抜本的な拡充という項目が

ございまして、その中で地域の医療機関での簡易、迅速な検査体制を構築ということ

が研究テーマとなっておりまして、今後、この状況を踏まえまして県内でも望む方が
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受けられる体制になるかどうか、今後のこの取組次第になろうかと考えております。

先ほども申し上げましたように、現在のところは必要と認められた方のみの検査と

なっております。

以上です。

○議長（吉田清孝君） 小玉観光文化スポーツ部長

【観光文化スポーツ部長 小玉博文君 登壇】

○観光文化スポーツ部長（小玉博文君） 私からは、海釣り施設の整備と映画「泣く子

はいねぇが」の市民向けの上映についてお答えさせていただきます。

まず初めに、海釣り施設の整備に関しましてでございますが、釣り公園などの整備

については男鹿の観光振興に寄与するものということで、効果があるものと考えてお

ります。そうしたことから、市の方では県の港湾担当課とですね、これまで数回意見

交換をさせていただいております。そうした中で県の方からはですね、海釣りの公園

として施設整備するということも考えられますが、そのほかにも男鹿市内にはたく

さん良好な釣り場があるということで、そうした釣り場を生かしながらオガーレと連

携させた取組、例えば良好な釣り場でイベントを開催して、オガーレで例えば出品、

出展とかですね、あるいは表彰式を行うとか、そういった形で連携させることでにぎ

わい創出にもつながるのではないかといった意見も示されているところでございま

す。そうした意見も今示されておりますが、今後ともですね県当局と引き続き協議を

進めさせてまいります。

なお、施設整備に関しましては、今現在、船川港につきましては、施設の安全対

策、修理船のですね修理に関する施設、そういった施設整備などをですねまず優先実

施させていただいておりますので、御理解くださいますようよろしくお願いいたしま

す。

続きまして、映画「泣く子はいねぇが」の市民向けの上映についてであります。

この映画につきましては、先ほど市長が答弁させていただきましたとおり、ぜひと

も市民の皆様にもですね御覧いただきたい映画であるというふうに認識しておりま

す。そうしたことから、今後ですね、映画の製作会社とやはり調整をして、具体的な

上映の時期などについてですね確定させていきたいと考えております。

今現在ですね、まだ皆様に申し上げる段階の情報はちょっと持ち合わせておりま
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せんので、御了承くださいますようよろしくお願いいたします。

○議長（吉田清孝君） さらに質問ありませんか。８番

○８番（佐藤巳次郎君） 風力発電についていろいろ御答弁いただきました。市の方で

風力発電、今の答弁も含めて、議会にこの資料というかいただけないものかなと。い

ろいろ当局とのやり取りもあってもいいわけで、ぜひこれ全体像がよく分からない、

まだ見えないということもありますので、そういう県なり市の事業者の資料を議会に

出していただいて検討させる時間がほしいなと思いますが、そこら辺についてはいか

がなものでしょうか、お聞きしたいわけです。

それから、先ほどの答弁で、この男鹿市沖から北の方へ１７２基の風力発電の配置

の計画だということですが、これは正式に 終的な決まったものなのか、どの業者が

やろうとしているのか、そこら辺もし分かっていたらお聞かせ願いたいなと思いま

す。

非常にまず漁業への影響、観光への影響が非常に心配されるわけで、ぜひやはり市

民が納得のできる施設であればいいわけですが、そこのあたり市民も含めたそういう

風力発電についての市の方の考え方も含めて会議の場があればいいのではないかなと

思っていますが、そこら辺はどう考えているのかひとつお聞かせ願いたいなと思いま

す。

それから、時間がありませんけれども、映画「泣く子はいねぇが」のことですが、

製作会社の方と検討して進めさせたいということですので、ぜひ実現してほしいな

と。まして今月２６日ですか、賞の発表もあるということで、もし賞をいただけると

いうことになりますと、これも大きな話題性ができるわけで、そういった場合、監督

も含めて主要な俳優とかも含めて男鹿市に呼んで一大イベントもできるんじゃないか

ということもあるのではないかと思っていますが、そこら辺はどう考えているのかお

聞きしたいなと思います。

以上です。

○議長（吉田清孝君） 菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 質問にお答えします。

いろいろ洋上風力について多岐にわたって質問されましたけども、非常に疑問が皆
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さんが多いと思います。何とか議員の皆さんが、希望者だけでもね説明する機会を

作っていただければ、いつでも説明したいと思いますから、どうかそういう機会を

作っていただきたいと。今のやっぱり口頭で話しても、なかなか理解はできないと思

います。私も何回も話聞いて、ようやく少し分かってきました。

何回も言ってますけども、これは決定ではないので、法定協議会という場で国・

県、それから関係市町村、そして漁業関係者など、そういう人方の話を聞いてやって

きたところです。それで、海域が指定されて、その公募が始まります。その中で誰が

やるかと、事業をするかということが非常にまた大事になってくるわけです。その人

たちと、また漁業者との話し合いとか、そういう状況になっていくと思います。

一般的な話で私が思ってるのは、男鹿の場合はやっぱり国定公園ですから、景観に

対する影響が非常に心配されています。ただ、私の今までのその感覚的なものからい

くと、国定公園から４キロメートルですか５キロメートルですか、離れてますから、

今の場所がですね、そういう意味で、そんなに影響はないのかなということを思って

ます。それから沖合いもさっきの話されたように１キロメートルから４キロメート

ル、平均で２キロメートル以上離れていると、そういう状況なのでいいのかなと。

問題は漁業だと思います。漁業の影響が、議員が話されたように大きいものがある

かもしれない。そのことも、その工事をする業者との話し合いをしていくわけですけ

れども、当然市も一緒になって考えていくということだと思いますけども、私は前向

きに考えた場合、北欧でもかなり洋上風力やっているわけですけども、その本体、先

ほどから言ってるそのモノパイルという支柱を地中にさすわけです。その周りに石を

置くことなってます。海底と、そのさらわれないように石を撒きます。そこの石が漁

礁になると、そういうデータもあるんです。だから必ずしも魚がいなくなるんじゃな

くて、回遊する魚はちょっと影響あるかどうか分からないですけども、魚が逆に住み

着くと、そういうデータもあったりして、私は前向きに考えると先ほどから話してい

るような、新しい漁業の取組と、そういうこともできるのかなと、そういうことを考

えていますので、前向きに何とか作り育てる漁業の方向性を出していければなという

ことを思ったりしています。

いずれこれからの話です。皆さんから御理解願いたいことは、もう一つやっぱり大

事なことは、能代、秋田と、非常にこのことによって活気を呈するわけですけども、
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男鹿には船川港があります。天然の良港です。今、由利本荘沖、そして男鹿の北の能

代、三種、男鹿の、そこの場所にも非常に近いと。何とかメンテナンスのね工場を誘

致できないかということを非常に期待しています。何とか皆さんと市民一体となっ

て、そういう工場の誘致とかそういうことを考えていきたいと思ってます。そのこと

も、ほとんど情報がまず少なくて、どの業者が取るかによっていろんなことが、状況

が変わっていく状況があるようです。何とか皆さんからは、そういうメンテの可能性

があると、メンテの工場の可能性があると、そういうことで頑張っているということ

をお伝えしておきます。

それから、映画のことについては、それは非常に私は期待を持ってます。うまくい

けばといえば言い方悪いですけども、かなりの波及効果があります。男鹿市民のやっ

ぱり郷土に対する誇り、そして全国民、そして国際的にも、もしかすればＰＲできる

可能性があると大きな期待を持っています。だから、議員がおっしゃったようなそう

いうこととかいろんなことを考えながら、映画についても普及していけるような、広

めていけるような、そういう活動をしていきたいと思いますから、よろしく御理解お

願いいたします。

以上です。

○議長（吉田清孝君） ８番佐藤巳次郎君の質問を終結いたします。

○８番（佐藤巳次郎君） ありがとうございました。

○議長（吉田清孝君） 午後３時まで休憩いたします。

午後 ２時４６分 休 憩

午後 ３時００分 再 開

○議長（吉田清孝君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。

１６番安田健次郎君の発言を許します。１６番安田健次郎君

【１６番 安田健次郎君 登壇】

○１６番（安田健次郎君） 暑くて大変なわけですけども、 後の質問者です。少しお

付き合い願いたいと思います。言いわけじゃないけども、歯の炎症起こしてますの

で、ちょっと聞き取りにくい点があると思いますけども、御容赦よろしくお願いいた

したいと思います。
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初めに、新型コロナウイルス対策について伺いたいと思います。

引き続きの質問になりますけれども、まだまだこの新型コロナウイルス対策、予断

を許さない状況にあります。本当にね、この恐るべきというのがね、怖いというのが

ね大変な問題なわけでありますけれども、依然として世界的にも猛威を奮い、大変な

状況下であるのではないでしょうか。我が国も、それでもＧｏＴｏを発行して以来、

またまた再燃という形で感染者が急増しているわけであります。特に沖縄県を初め観

光地を抱えている地方への拡散が進んでいる状況であると思います。緊急事態宣言を

解除したり、どっかの国のように経済政策を優先して対応したその結果の表れではな

いかという御批判も取り沙汰されているわけであります。

何はともあれ、私は今のこのコロナウイルスに対しての国民の命と暮らしを守ると

いう対応が、今の今、緊急度で一番大事な政治的な課題ではないかというふうに考え

て質問するわけでもあります。

今、そこで も重要なことは、何が求められているかといいますと、何よりも地方

自治体の取組とＰＣＲ検査の徹底、この二つが急務だというふうに現段階ではいわれ

ているわけであります。特にこのＰＣＲ検査は、男鹿市の場合は幸いまだおりません

けれども、しかし、秋田市を初め全国的にこの拡大を止めるには、このＰＣＲ検査の

徹底が急務だというのは専門家の大方の意見ではないでしょうか。

しかし、この地方自治体の責任という意味でそれぞれ取り組まれておりますけれど

も、その要であります地方の保健所は、この１０年間で全国で半分に減らされている

そうであります。しかし、病院もまた、なかなか思うに任せない、依然として福祉対

策の切り捨てという意味で、まず今回の病院切り捨てはありませんけれども、淘汰を

されているわけであります。そういう点では、この病院不足も相まって、この待機者

をどうするかというのが課題でもあるわけであります。

そこで、私は我が市として何よりもこの感染者が出ないような対策、今はいません

けれども、これを強められることが逆に求められているんではないかというふうに考

えます。今までの市の取組も強化したり、経済対策ですけども、強化したりしていま

すけども、もう少しきめの細かい対応や市民と一体となった対応のためにも、今、情

報を強化したりする必要があると、そういう意味で次の６点について質問をさせてい

ただきたいと思います。
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その一つは、今後、市内での感染者が出た場合の対応は万全なのか、そしてその対

策を、どう今現段階では検討して考えておられるのか。いつ出るか分かりませんの

で、これを取り急ぎ対応しておく必要があると考えますけども、市長の見解を求めた

いと思います。

二つ目です。コロナ対策には、国や県、市もそれなりに今までも対策をしてきまし

たし、対策がある程度ありました。多くの対策が、まだまだ市民には知られておられ

ない部分がたくさんあるわけであります。先ほどの議論でもちらちら雇用対策とか子

ども対策とか出ていますけども、しかし、秋田県内で取り組んでいる数だけでも４１

ほどの施策展開があります。もちろん国での創生事業の交付金の中身についての対応

できる事業というのは相当数あるわけであります。しかし、まだまだ、今、我々のこ

の議場内でもそうですけども、市内で取り沙汰されているものについては、多くの取

組対策が市民に知られておらないのが現状であります。多分、持続化交付金とか、二

次補正に出ている事業への補助金とか、まだまだあるんですけれども、例を挙げれば

きりがありませんけれども、いずれそういうことについて全ての対策なり、市民が有

利になるようなことについての市の徹底した対応なり宣伝なりを強めて、知らしめる

べきだというふうに考えます。

三つ目です。それこそ施策がいっぱいあって、羅列しきれないわけでありますけど

も、取りあえず今、国の対策として行われています市として取り組まれるだろうとい

う部分のみについて申し上げますけども、小口の資金、そして総合資金対策、さらに

住宅確保資金、さらには家賃の支払給付金、さらには先ほど議論されておりましたけ

ども雇用調整資金、そしてお年寄りに対しては高齢者の医療費の減免措置などがある

わけでありますけども、こうした幅広い各層各界についての経済的な支援を含めて取

組方を求めたいと思います。

四つ目です。これもいろいろあるわけですけども、取りあえずこの頃出てきたこと

について、先般、１週間ほど前です、国の方向が出てきましたので申し上げますけど

も、一つは、福祉施設への慰労金の見直しです。過去にもあったんですけども、今回

あれだけでは不足だということでさらに追加されました。さらに、学校給食費の返還

金、これは 初も、これも国がこの間までは無下にしておったんだけども、これも

やっぱりこのままではだめだという、資材を納めている業者からの申入れがあって、
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これらの対応も取り沙汰されております。さらに住宅困難者の支援、男鹿市の場合、

先ほど住宅については、それなりの１００パーセント行き届いているようなお答えが

あったわけでありますけども、もしあればですけども、これは仮の想定になるわけで

すけれども、これ業者も含めてですからね、飲食店とかで借りている方があれば対象

になるわけですけれども、この家賃の貸出しの給付金、さらには・・・、住宅の困難

者への支援であります。間違いました。申し訳ありません。さらには生活保護世帯へ

のエアコン設置の対応が、これもこの間、２年前に一回通達あったようでありますけ

ども、今のコロナ対応については、さらに踏み込んでこのエアコンの設置をするべき

だという指導がなされているはずであります。この点については、どう取り組んでい

るのか伺わさせていただきたいと思います。

五つ目です。これはインフルエンザと同時流行、新聞でも報道されておりますけど

も、同時に出た場合どうするかというこの不安が市内でも渦巻いています。今、会話

をしますと、早めにやってくれればいいねというのが大方の意見です。このインフル

エンザと同時に出た場合の不安解消、これを速やかにやるべきだというふうに思いま

す。そのためには、やっぱり早めの取組、インフルエンザワクチンの不足が懸念され

ています。これの取り寄せなり、さらには接種の必要性の早め早めの対応、そして同

時に、当男鹿市の場合は若者と高齢者には今までも補助がありましたけれども、一般

の青年層には補助がありません。そのために、ほとんど能代市へ行ってインフルエン

ザの接種する方が、当北部管内では結構いるわけでありますけれども、このインフル

エンザの対応を急がないと大変な状況になるんではないかという不安解消のために

も、この成人者への補助も取り組むべきだというふうに提案したいと思います。

六つ目です。小・中学校の夏休みも終わって、登校して、結構勇んでいるように見

えますけれども、どうも隠れた心の悩みというかね、不安というか、このケアと。そ

してもう一つは、今日のこの暑さです。熱中症対策です。盛んに私、おっとしからエ

アコン設置、国がほとんど九割九分補助できるエアコン設置というのを無下に拒んで

きたわけでありますけども、今度やっとコロナのおかげで、これから取り組むようで

ありますけども、今さらという気がしますけれども、この熱中症対策について、どう

取り組んでおられるのか伺わさせていただきたいとも思います。

二つ目です。農業問題について伺わさせていただきたいと思います。
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農業、漁業、林業、主にこの三つの第一次産業というのは、私は社会が成り立って

いる重要な産業ではないかと私は考えています。これ以上、国内でこの産業を衰退さ

せることは、絶対に私は許されないと思う立場から、今回も特にこの中の農業問題に

ついて質問したいと考えています。

特に我が市の場合は、人口減少、大きな人口減少がとどまるところを知らないわけ

でありますけども、この要因は、一つはこの三つの産業の落ち込み、衰退ではないで

しょうか。特に男鹿市のみならず、地方の衰退というのは、農業の衰退が主なわけで

ありますけれども、特に国内のこの食料自給率が３７パーセント前後の外国依存の弊

害で、コロナ禍の中で、この度のコロナの影響で農産物の高騰があったり、日本の生

鮮食料の市場は結構高止まり、混乱をしたわけでありますけども、日本の食料事情の

弱さがまともに出た感があるのではないでしょうか。

また、この異常気象であります。この影響等で特に水稲は、まだ男鹿市では報告さ

れておりませんけれども、刈り取りが始まった際には高温障害や、さらにはこれから

県南では出ておりますけれども、いもち病の多発が予想されています。ましてコロナ

禍の影響も相まって米の大暴落が心配されています。いわゆる外食産業の落ち込みで

す。需要が減ると、当然のように供給が余ります。これの影響が今、一番水稲農家に

とっては懸念されている状況だろうというふうに思います。

そこで、これからの漁業も林業もありますけれども、これも含めて、特に男鹿市の

農業をどう構築していくのか、強力な振興対策が必要と考えられます。そこで、市の

方向性や対応策を強力に示すべきだと思い、以下のことについて見解を求めたいと思

います。

１番目は、その方向性を速やかに示していただきたいと思います。

二つ目です。そのための今後の、何回も言いますけれども、総合計画、これらを含

め振興対策の綿密な計画と実効の上がる取組が検討されなければならないのではない

かと思うんですけれども、いかがでしょうか。

三つ目です。コロナ禍の中で、今、蔬菜や果樹、米、花などの被害が結構あるわけ

でありますけども、これからも予想されておりますけども、実態の把握がなかなか報

告されておりませんけれども、どう対応して、どう調査したり検討しておられるの

か。そして、その対応は、今までもそうですけども、今後どう対応なさる考えなの
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か、農業対策として伺わさせていただきたいと思います。

四つ目です。今まで一応それなりの対応はしていましたけれども、いわゆる鳥獣被

害の問題です。どうも取り組んだり騒がれている割には、ますます被害が増えて、大

変な状況になっていると思います。これらへの対応も今後の取組方を伺わさせていた

だきます。

後に、中山間地対策と中間管理機構や農地 適化業務、主に農業委員会の任務で

ありますけども、これの三つについての今までの効果と今後の対応を求めたいと思い

ます。

先般、農業委員会の広報が市の広報と同時に出されましたけれども、まだこの中身

について我々議会に対して農業委員会の求め、農地利用 適化も含めた対応策が明確

に見られないと思いますので、この際質問して求めたいと思います。

後三つ目です。気候異常事態宣言というタイトルで質問させていただきます。

まさに今現在、暑いわけでありますけども、毎日の猛暑で、本当に厳しい日が続い

ているわけでありますけども、誰もがこの異常な気候というのは大きな不安を、将来

にですね、この先に対して、大きな不安を抱えているのではないでしょうか。暑さだ

けではなくて、近年は大雨被害や台風被害が全国の各地で起きるような事態になって

いるのではないでしょうか。私たち今までの思いだけではないけれども、北海道には

台風あんまり来ない。台風や九州や西の方だという思いがあったわけでありますけど

も、今は去年の異常気象で北海道の大雨含めて、どこにどういう大雨災害や猛暑がく

るか分かりません。大変な状況ではないでしょうか。特にこの間の報道です。シベリ

アでも３０度、アメリカでは５４度という報告がありました。想像がつかないんです

ね。今、今日３６度の予想でもこの暑さです。これがもっと北の方でも出てきている

現象が現実にあるという、この異常気象、これは大変な状況ではないかと私は日頃か

ら考えています。

こうした要因というのは誰もが知っているとおり、一番の要因は一酸化炭素の排出

であります。この増大であります。これらが明確になっているわけでありますけど

も、そのために何回も国際会議が開かれたりして、気候温暖化防止の対策が、パリ協

定や東京云々とかで定められているわけでありますけれども、いまだにまだ世界的な

歩調が定まっていません。歩調が合わさっていません。それが現実ではないでしょう
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か。特に日本国内での目標は、今年の報告では、まだ目標の２６パーセントしか達し

ていないという状況であります。

こうした中で、今このコロナ禍よりも怖いといわれる脅威だというのが国連の報告

であります。この間もコロナどころではないという表現が使われています。この異常

気象の方がはるかに怖いという方針でありますけれども、こうした状況に併せて、御

存じのように環境活動家のグレタ・トゥーンベリさん、盛んに活躍しているわけであ

りますけども、世界的に活動しているわけでありますけども、今こうした国内でも日

本のこの異常気象に対しても、自ら温暖化防止をしなきゃならないというふうに考え

る方が多くなっているのが現実であります。そのために、今、各自治体で排出指数ゼ

ロ表明や気候非常事態宣言が相次いで宣言されています。全国で２８カ所の自治体、

県単位では神奈川県がトップでありますけども、県を挙げての異常気象事態宣言を取

り組んでいるわけでありますけれども、こうした宣言対策を当男鹿市でも市長が自ら

いう住みよい男鹿市、市民と一体になった男鹿市づくり、そのためにも非常事態宣言

という宣言を掲げた方が、はるかに、ナマハゲもそうですけれども、知名度の上がる

対応ではないかと考えますけれども、こうした優れた宣言などを取り組む必要がある

と考えますけども、市長の見解を伺いたいと思います。

後です。もう一つは、国の温暖化方針に、推進法に基づいた対策として、今まで

も市の対策は取り組んでおられました。消灯をやったり、いろいろ電気の取り替えを

やっていますけれども、今までの対策と効果と、これからの省エネも含めた対応策は

どう考えているのかお伺いして質問を終わります。

○議長（吉田清孝君） 答弁を求めます。菅原市長

【市長 菅原広二君 登壇】

○市長（菅原広二君） 安田議員の御質問にお答えします。

御質問の第１点は、新型コロナウイルス対策についてであります。

まず、市内で感染者が出た場合の対応についてであります。

県からは、市の公共施設やクラスターが発生した場合などにおいてのみ本市へ情報

提供されることとなっており、市内で新型コロナウイルス感染症が発生した情報につ

いては、全てを把握できる状況にはなっておりません。

市としましては、可能な限り情報収集に努めるとともに、市内での感染が確認され
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た場合は、速やかに男鹿市新型コロナウイルス感染症対策本部において本部員等の招

集を行い、県の指示や要請に基づいて感染拡大防止等の対応をすることとしておりま

す。

現在、発生時の対応フローを作成するなどの準備をしておりますが、今後も県内の

感染状況を注視しながら、対応に努めてまいります。

次に、国の各種支援金及び保険料減免などへの対応についてであります。

まず、緊急小口資金と総合支援資金及び住居確保給付金についてであります。

生活に困窮されている方の相談については、男鹿市社会福祉協議会と連携を図り対

応しており、貸付金については、同協議会が窓口となり、本年４月から７月におい

て、緊急小口資金は２１件、総合支援資金は１件、それぞれ支給決定されていると

伺っております。

また、住居確保給付金については、本年８月末時点の支援実績は１名であり、５月

から７月までの３カ月において家賃補助及び求職活動の支援を実施したところであり

ます。

次に、経済産業省で実施する家賃支援給付金についてであります。

この給付金については、申請サポート窓口を男鹿市商工会に設置し、市としまして

もその制度の周知に取り組んでいるところであります。

また、厚生労働省で実施する雇用調整助成金については、秋田労働局が申請窓口に

なりますが、ハローワーク男鹿及び男鹿市商工会と連携し、その制度の周知、利用状

況の把握に努めているところであります。

次に、保険税などの減免に関する対応についてであります。

厚生労働省通知により、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、前年と比べ収入

額が１０分の３以上減少するなどした場合、国民健康保険税、介護保険料及び後期高

齢者医療保険料について、世帯の所得に応じて減免を講ずることとしております。

本制度については、広報おが、市ホームページ掲載のほか、７月の税額等通知書を

発送の際に案内文を同封して周知を図っており、８月末現在で国民健康保険税１４

件、介護保険料１１件の申請があり、後期高齢者医療保険料については申請がありま

せん。

なお、減免決定の状況については、国民健康保険税８件、２４５万５，９００円、
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介護保険料６件、６２万５，０００円となっております。

新型コロナウイルス感染症の関連施策の市民への周知については、今後も、広報お

がや市ホームページ、相談窓口での対応のほか、関係機関と連携を図ってまいりま

す。

次に、福祉施設への慰労金、住宅困難者、生活保護受給世帯へのエアコンなどの対

応についてであります。

まず、福祉施設への慰労金についてでありますが、新型コロナウイルス感染症への

対応として、介護・障害福祉施設・事業所等で従事した方に慰労金が、感染拡大防止

等に取り組む介護・障害福祉施設・事業所等を対象に支援金が支給されることについ

て、県が各福祉施設に対し周知を行っております。

次に、住宅困難者への支援についてであります。

低額所得者や高齢者、障害者の方などが個々の事情により住居の確保が困難となっ

た場合には、福祉事務所で相談対応を行うほか、関係部署との連携により、適切な支

援を実施するよう努めてまいります。

次に、生活保護受給者世帯のエアコンなどの設置についてであります。

保護受給中の日常生活に必要な物品については、毎月の 低生活費の範囲内で計画

的に購入することが原則とされております。

ただし、生活保護の開始時や単身者で長期入院、入所後の退院・退所時などで冷房

器具の持ち合わせがなく、熱中症予防が特に必要とされる高齢者や障害者などには購

入費用が支給できるほか、貸付資金により購入した場合には当該貸付資金を収入とし

て認定しない取扱いが認められているものであります。

今後も、訪問調査などにおいて健康状態や生活状況の把握に努めるとともに、必要

な支援を行ってまいります。

次に、インフルエンザと同時流行への不安解消と今後の対応であります。

インフルエンザの予防接種については、新型コロナウイルスとインフルエンザの診

断をつけやすくするほか、新型コロナウイルスの重症化を予防できる可能性もあると

伺っております。

特に高齢者や基礎疾患のある方など、罹患すると重症化する可能性が高い方には効

果が高いと考えられていることから、同時流行に備えるためには、適切な時期に確実
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に接種していただくことが重要となるものであります。

しかしながら、予防接種は有効な手段であるものの完璧に予防できるものではない

ことや、ワクチンの優先接種などが検討されていることから、引き続き各自が感染症

予防対策を徹底することで、さらなる抑制につながるものと考えております。

インフルエンザ予防接種の補助については、現在、市では、生後６カ月から１３歳

未満の子どもは１回につき１，０００円を２回まで、６５歳以上の方及び６０歳から

６５歳未満までの一定の障害を有する方は１回の助成を予定しており、拡充について

は考えていないものであります。

御質問の第２点は、農業問題についてであります。

まず、漁業、林業も含めた強力な振興対策及び総合計画などの実効性のある取組に

ついてであります。

本市の第一次産業である農、林、漁業の振興対策については、これまでも担い手の

確保・育成を重要と位置付けて実施してきております。

総合計画においては、来年度から５カ年の後期計画策定のため、現在検証を行い、

実効性のある次期計画とするための見直しを行っております。

具体的な取組として、農業においては、担い手となる新規就農者には、国・県の経

営支援事業や研修制度を活用して、資金面、技術面を関係機関と連携して支援するほ

か、高収益作物である園芸作物を奨励し、そのための施策、機械等の導入費を各種事

業により支援してまいります。

林業においては、森林整備を一層促進するため、国からの森林環境譲与税を活用

し、森林の実情や課題などを踏まえ、これまで手入れが不足していた森林の整備を優

先し、計画的に森林を維持、育成することで、林業全体の活性化を図ってまいりま

す。

漁業においては、捕獲制限による水産資源の保護や種苗放流による「つくり育てる

漁業」を推進するとともに、男鹿産表示タグの取付けによる商品のブランド化や、漁

業者自ら販売価格を設定できるオガーレへの出品を推進することにより、漁業所得の

向上が期待でき、儲かる漁業が定着することで新規漁業従事者の増加を促し、漁業の

持続化、活性化を図ってまいりたいと考えております。

次に、コロナ禍における農作物への影響についてであります。
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新型コロナウイルス感染症拡大による本市における農産物の影響については、畜産

における子牛や肥育牛の枝肉単価が下落しておりますが、野菜、果樹、花卉において

は、今のところ影響は少ないとＪＡ秋田なまはげより伺っております。

肥育牛については、価格下落の補填制度が発動されており、市でも肥育農家の経営

継続のために、子牛の購入補助を先月から実施し支援に努めております。

また、子牛の導入を補助することにより、繁殖農家の子牛単価の下支え効果も期待

しているところであります。

コロナ禍による社会経済への影響は、初期の人の移動や仕事の仕方などの直接的な

ものから、消費行動の変化により裾野の広いさまざまな産業への長期的なものへと拡

大しております。

今後は、市の基幹作物である米が、外食産業の需要減などにより在庫量が多くなっ

ていることなどから、令和２年度産米の価格動向や来年度への影響に注視してまいり

ます。

また、他の農作物においても、出荷や価格への影響が心配されることから、市場を

注視し、影響が発生した場合、農家自身が備えている価格補償や収入保険などもあり

ますが、農家の事業継続や奨励のために国の支援も含め、県・ＪＡと連携し、適切な

支援ができるよう検討してまいります。

次に、鳥獣被害への対策についてであります。

近年、農家から鳥獣による農作物への被害報告が多く寄せられるようになってきて

おります。

それらの被害対応については、寄せられた被害情報をもとに、男鹿市鳥獣被害防止

計画に基づいて、アナグマ・ハクビシンなどの小型獣類は、罠よる捕獲、ムクドリ・

ヒヨドリなどの鳥類においては、銃器による駆除を男鹿市鳥獣被害防止対策実施隊が

対応しているところであり、今後も適宜、迅速に対応してまいります。

次に、中山間地対策や中間管理機構、農地等の利用 適化業務の今までの効果と対

策についてであります。

まず、中山間地域への支援については、日本型直接支払交付金事業の中山間地域等

直接支払交付金事業による条件不利地への助成や、多面的機能支払交付金事業による

共同作業への助成による支援を行っております。



- 122 -

次に、中間管理機構及び農地利用等の 適化業務については、中間管理事業を利用

することにより、担い手への農地利用の集積・集約、耕作放棄地の発生防止・解消、

新規参入者の促進を目的とした、農地の貸し手、借り手への協力金の助成を受けるこ

とができます。

この事業利用による集約・集積の実績については、基盤整備事業実施地区では多く

利用されておりますが、それ以外の地区では少ない状況であります。

今後は、事業のさらなる周知を行うとともに、秋田県農地中間管理機構や農業委員

と連携しながら、農地利用の 適化に努めてまいります。

御質問の第３点は、気候非常事態宣言についてであります。

まず、気候非常事態宣言の実施と対策についてであります。

近年、我が国を含め全世界でさまざまな異常気象が観測されており、地球温暖化傾

向と関係しているのではないかと言われております。

このような中、国内では地球温暖化防止や省エネルギーを推進するなどの対策を講

じるとして、気候非常事態宣言を実施された自治体があります。

本市としましては、省エネルギーや環境に配慮するという趣旨には賛同するもの

の、宣言の実施については、今後の動きを注視してまいります。

次に、これまでの温暖化対策及び省エネ対応並びに今後の取組についてでありま

す。

本市では、これまで二酸化炭素排出削減のため再生可能エネルギー施設の導入を推

進してきており、今年度の固定資産税の課税実績では、太陽光発電が５４施設、風力

発電が１５３施設設置されているほか、庁舎を含む市有の８施設へ太陽光パネルを設

置しているところであります。

そのほか、市内の防犯灯については、５，５４３基のうち２，８４３基を本年５月

末までに省電力化、長寿命化のためにＬＥＤ化したほか、庁舎内においても節電に努

めているところであります。

今後の取組としましては、引き続き風力発電など再生可能エネルギーの導入を促進

するほか、ペーパーレス化による紙資源の消費削減など、温暖化対策や省エネルギー

化を推進してまいります。

学校給食費食材返還及び小・中学校への熱中症対応に関する教育委員会が所管する



- 123 -

御質問については、教育長から答弁いたします。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 栗森教育長の答弁を求めます。栗森教育長

【教育長 栗森貢君 登壇】

○教育長（栗森貢君） 教育委員会の所管に係る御質問にお答えいたします。

まず、学校給食費食材返還についてであります。

学校を臨時休業措置とした本年３月と４月について、市内調理場における給食納入

業者の損失発生状況調査を実施いたしました。

３月については、１社２調理場において４万５，７００円、４月については、１社

２調理場において３万３，５５５円の損失が報告されております。

３月分については、国の学校臨時休業費補助金を活用し、現在、損失額返還手続を

進めているところです。

４月以降分については、国の学校臨時休業費補助金の対象外となっていることか

ら、この事業者については、男鹿市新型コロナウイルス感染症対策緊急支援金への申

請を働きかけ、支援金の給付を受けたと伺っております。

次に、小・中学校への熱中症対応とそのケアについてであります。

学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業において、児童・生徒全員

に夏用マスク３枚を７月上旬に配布し活用しております。

また、各校通常学級数分のサーキュレーター５９台を７月上旬に配置し、活用して

おります。

各校においては、これまで使用してきた扇風機、保健室に設置されているエアコン

等を活用するとともに、適度な水分補給と炎天下を避けるなど、無理のない学習活動

の計画等により、熱中症予防に努めております。

児童・生徒のケアについてでありますが、夏休み明け以降の児童・生徒の観察を丁

寧に行うとともに、複数の教職員及びスクールカウンセラー並びに教育関係機関を含

めた相談体制を確立し、引き続き児童・生徒の心のケアに当たってまいります。

以上であります。

○議長（吉田清孝君） 再質問ありませんか。１６番

○１６番（安田健次郎君） 再質問したいと思うんですけども、コロナの市内で出た場
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合、どう対応するかというお答えで、市長は県の対応を待つみたいな答えですよね。

それ、出たら県に報告して、それから対応するという状況では、ちょっと私から見る

と手薄じゃないかと。市独自で素早く保健所へ通報するとかね、何かの、男鹿みなと

市民病院で取りあえず、取りあえずだよ、対応するとかっていう手だてを素早くやる

べきじゃないですか。ちょっと県待ちっていうかね、県の方向待ちのような答弁なん

ですけども、ちょっとおかしいなと、これについてはね、やっぱりもっと速やかに手

早くやるべきだというふうに再質問したいと思います。

介護、障害者施設への件ですけれども、県が周知しているというような答弁なんで

すけども、これは施設は県のものでないはずですから、市内にある施設については市

が独自の調査をして、ここの施設へ援助するというのが地方創生の援助金じゃないで

すか。ちょっと今、市長の答弁だと、県がやってるような感じで、それ待ちだという

ふうな答え方に私は聞こえたんだけども、これちょっとおかしくないですかね。県の

施設じゃあるまいし、地方自治体が取り組む福祉施設、障害者施設、そこだと思いま

すけども、これちょっと私、市長の答弁は私はちょっと納得できないなというふうに

思うんです。

それからインフルエンザ対策、私は市民が関心を持っている、心配をしているとい

うのを、ここにいる皆さんが一言も聞いたことがないでしょうか。誰かは聞いている

と思う、私以外に。インフルエンザ対応をどうするんでしょうかと、一緒になった

ら。これに対する不安は、各御家庭でも話し合われているんではないかと、私は推測

します。ですから、そこに対する不安を解消する意味では、やっぱり県待ちじゃなく

て、手早く、市として独自の対応をすると。今の、ここで答える市長の答弁としては

ね、当然早めに対応する、手早くやりますという答えでなければ、私は市民の不安に

対する答弁にはならないと思う。それではね、市長がこの間、健康問題のねアピール

した、男鹿で一生私は健康を考えているという文書を今日持ってきたんだけどもね、

これではやっぱり何か空の上の空論に聞こえちゃうんですよ。やっぱり今一番心配さ

れているこういうことに対してはね、自らやっぱり早めに取り組むと、不安解消やる

べきだと、これこの間、市長がね７月吉日で市長が出した文書です。アンケートの。

男鹿がこう変わってほしい。この男鹿に住んでみたい。この男鹿で一生を終えたいと

市長書いてるんですよ。こういうことの応えるためにもね、そういう他市でもいっぱ
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い取り組んでいる、大方が取り組んでいる、そういうインフルエンザ対策というのは

強めなければ、私、事例を言ったわけでしょう。能代市が安いから行きますって、潟

上市が安いから行きますって、みなと市民病院に来ないでね、向こうでインフルエン

ザやるんですよ。そういう実態解消のためにはね、そんなに多くのお金じゃないんで

すよ。何千万もかかるって私提案してません。そういう姿勢でね、こういう対応だと

ね、これが絵に描いた空文句に聞こえますよ。広報で叫んでいますよ。私はやっぱり

そういう点ではね、思いやり、何年来このインフルエンザに対して御批判されている

と思います。やっぱりそろそろ対応すべきですよ、私はそう思うんだけども、再質問

を求めたいと思います。

それから、教育長にこの際、食材費の返還金、多少なりともやったようなんです

ね。安堵しました。私ちょっと確認してなかったんですね。これ、なぜ確認しなかっ

たっていうのはね、 初やってなかったんですよ。通知なかったはずでしょう。後か

に来たもんだから、慌ててやったわけだけどもさ。ちゃんとやったということであれ

ばいいんだけどね、心のケアの問題、もうちょっとね。

エアコンについては、皮肉を申し上げさせていただきましたけども、結果として２

年遅れでもできるからいいんだけどね、しかし、そうなる前になぜ私が質問したかと

いうのは、今の今のこの熱中症で、秋田市とここで、この間、魁新聞に秋田市の例が

出てますよ。エアコンがないがために熱中症になったら笑われるでしょう。ですから

反省する意味でも私再質問したんですよ。２年前にやってれば、何も今日、議論がい

らないし、子ども方も安心してね登校しているはずなんです。それを私は皮肉っぽく

言ってるんですよ。早めに取り組むべきであったということを、反省すべきじゃない

ですかと私は言いたいんですよ。再答弁は求めませんけれども。

それから、農業問題の一つ、コロナ対策ね、それなりに対応しているんだけども

ね、今の農業の振興対策でそれなりにやっていることなんだけれども、なぜ私、この

間もね６月議会でもこのコロナ対策の施策を市民に展開してといったのは、持続化給

付金、全ての農家が対象になる要因です。これ何人やってるか調べてる。私は全部申

請しましたよ。何十万というお金が入りますよ、農家に。さらに経営継続化補助金と

か、これ一次終わっちゃったんですよ、７月で。これ第二次、これからやるわけだけ

れども、これらについて新しく就農した方々、さらには市が進めている大規模農家の
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方々へ、熱中症とかになるため作業場への換気扇とかいろんな意味での補助金があり

ますよって提案、国で創生資金を使って、まだ１兆７，０００億円のやつ、まだ９，

０００万円残ってるわけでしょう。さらに全国知事会から５，０００万円上積みしな

さいっていうから、地方創生資金ですよ。でしょ、知事会でやってる、市長会でも提

案しているわけだから、市長分かるはずだけれども、もう５，０００万円足りないそ

うです。地方創生資金。２兆円のうち、１兆何ぼ使ったんだけども、今ちょっとあれ

だけどもさ。こういう事業が知られていないんですよ。県の施策もいっぱいある、国

の施策もいっぱいあるんです。なぜ農家が、農家というか業者が、フリーランスで

も、太鼓やって仕事している方もいますよ。外国語の通訳やっている方もいますよ。

この人方が対象になる、こういう持続化給付金とかね、この何だ経営継続補助金、こ

ういうのを知らしめてね、手助けをしてやるべきじゃないですか。農業振興対策もお

ろそかにしてさ、せめて実のあるお金が入ることだけでもね、この際、援助すべき

じゃないですか。私はそういう点ではね、本当に真剣に農家の実情を考えているかど

うか分からないですよ。そこを私は強調したいと思います。ですから、実のある、実

効のある総合計画、これを私は求めているんです。そうしないと、人口減少ますま

す、どんなことをいったってね、これが要ですよ。減る一方になりますよ。活性化、

成り立ちませんよ。旅館がだめ、観光、３０パーセントも４０パーセントも落ちて

ね、この冬だってどうなるか分からないわけでしょう。これに農業が落ちたり、農業

施策なり、漁師だってね、今７００人よりいないわけでしょう、この男鹿市で。こん

なこと誰が想像した、今まで。こういう産業構造を築いてきた歴代のね我々も悪いか

もしれません。そして、今ね、やっぱりそれを食い止めなければ、男鹿市の活性化と

かね、住みよい男鹿市なんてあり得ないって。ますますどん底なるよ、このままで

は。そのために私は第一次産業をうんと重視しないと税収が上がらない、財源対策を

どうするかという意味で。企業が来りゃあそれはいいんだけど、なかなか来ないわけ

でしょう。ですから、やっぱりそういう点ではね、税収の上がる対策、林業も漁業も

含めてね、取り組む方々を援助して、そして実の上がる対策をこれから構築していか

ないとね大変な状況になるんじゃないかというふうに思うんです。だから、市長、こ

の点についてお答えを願います。

それから、ここでコロナの弊害がね農協から聞いて、アンチ農協という言葉前にも
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言ったんだけどもね、誰かさんは農協を当てにしては成り立たねえよって話なってい

るわけだけども、今、合併弊害でね、逐一そんな細かい農協、農家に対して、すべか

らく指導できないという状況もあるんです。ところが、各自治体ではね、やっぱりそ

ういう農協だけではなくて、自治体独自に取り組まなければならない農業情勢だとい

うことでね。一番いい例申し上げますか。価格補償、今、答えたでしょう、市長は。

価格補償で対応すべきだっていう答えをした、今そこで。価格補償に対して補助金を

出している自治体があるんですよ。掛け金を。そういうところもある。農業を大事に

しているという意味ではね。それを真似しろとは言いません。価格補償、米にはない

ですよ。保険に入らなければない。保険金の掛け金が高くて嫌だというので入らない

方がいっぱいいるんだよ。共済の掛け金も掛けない人がいっぱいいる。こういう落ち

込んだ現状をね克服していかないと、立ち上がれなくなるんではないかということを

指摘しておきたいと思います。

農業委員会担当かよく分からないんだけども、実績あまりいってないんだけども

ね、お答え願えなかったんですけどもね、潟上市では遊休農地ゼロで、取組方がね、

いずれ優れた取組をしています。農業委員会の任務っていうのは、適正化が一番大事

なんだけれども、よくばっていろいろ資料持ってきたもんだから、継続的にきめの細

かい農地の 適化、これ義務なんですよね。 適化の、農地利用 適化法令、必須事

項なんです、事務が。さぼってやられる事務でないんです。農業委員会、法律なんで

すよ。ですから、これをきちっとやらないとだめなんですよということを私は指摘し

たいんです。実績があまり上がってないと思うんですよ。上がっていれば報告される

はずだけれども。だからね、そういう点では、田んぼは結構調査はしています。しか

し、じゃあ畑はどうなのかというと、畑は一つも見てません。荒れ放題ですよ。歩い

てみなさいよ。畑地。登録上、畑地になっているところ。原野は別。原野は風力とか

いっぱい立ってるから、今、原野あんまりなくなってきたんだけども、畑地が荒れて

いるんですよ。田んぼも荒れているんだけどもね。そういう点についてはね、もう少

しこの何らかの形でね、例えば遊休農地があったらね、それを何とかかんとかして一

定の法人で立ち上げるとかさ、そういうきめの細かいやり方が必要じゃないでしょう

か。

それからもう一つ質問します。
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米の下落に対してね、市ではどれだけ取り組んだか分からないけれども、いわゆる

飯米じゃなくて餌米とか加工米に切り替えする事務を各市町村でやったんですよね。

じゃないと米が下がって、主食米が下がって大変だということで。それを男鹿市では

やったでしょうか、確認しておきたいと思います。

それからもうちょっと、もう一つ気になった答弁の中で、気候異常事態宣言ですけ

れども、賛同はするものの宣言はまだちょっと無理だという言い方なんですけども

ね、市長は。この宣言をしているところというのは、例を挙げればいっぱいあるんだ

けども、さっき神奈川県の話した。福岡県の大木町とかね鳥取県の北栄町、ここは

ね、北栄町というのは市の電力の半分を賄う電力を市が経営してやっているんです。

さらに、全市民に電気量を賄えるだけの取組をすると。そして異常気象宣言をすると

いう町なんですけどもね。それから、長野県のスキー場の有名なところね、あの町も

受け売りだけれどもね、雪が降らないということで気候異常宣言をやっている。こう

いう例がいっぱいあるわけだけれども、私は言ったんだけどもね、そういうのをある

意味ではね、やっぱり真似るっていえばちょっと変だけども、もう少し他市に学んで

ね、他市に倣って、進んだ、例えば農業はスマート農業を宣言する、ごみはないし、

観光はきれいな道路、そういうアピール性のある施策展開をすべきだと思うんですけ

ども、今言ったことについてのどっちか、答弁求めます。

○議長（吉田清孝君） 山田市民福祉部長

【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） 私からは、市のコロナ対応並びに施設への慰労金、職

員の慰労金、また、コロナ対策の感染症支援、また、インフルエンザ予防接種等につ

きましてお答えさせていただきます。

まず、市内にコロナ感染が発生した場合の対応でございますけども、先ほど市長が

答弁したように、感染発生の事実関係は、保健所の方でまず把握されることとなりま

す。市の方では、まず把握できないということもございまして、ＰＣＲ検査の結果に

つきましては、県が把握して、県で記者会見等を行う、事実関係を把握するというこ

とになっております。市としましては、先ほど市長が答弁しましたように、市の公共

施設関係並びにクラスター等の場合には、市の方に通報が来まして、県と保健所の指

導に基づいて対応するということになります。したがいまして、市内に患者が発生し
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たという事実は、公式的には市の方には、行政の方には通報がないということとなり

ます。市としましては、市内の感染者発生にかかわらず、県の方では中央保健所管内

というふうに報道されますので、その時点では、感染防止対策を徹底していただきた

いということで市民には周知を図ってまいりたいと思います。

次に、事業所への支出に関する慰労金並びに感染症対策の支援でございますけど

も、市長答弁におきましては、介護サービス事業所施設に勤務する職員への慰労金の

支給並びに施設の感染症対策への支援ということでお答えさせていただいておりま

す。

この事業におきましては、国の方での事業でございまして、この事業は県におきま

して各施設へ直接案内するとともに、各施設ごとに取りまとめた上で申請いただくこ

ととなっております。

これは医療従事者への慰労金と同じように、介護職員への慰労金として扱っている

ものでございまして、市の方ではなく県の方が直轄で直接施設に通知して受けるもの

でございます。

また、次にインフルエンザの予防接種でございますが、男鹿市のインフルエンザ料

金が高いから他市の方に流れるというふうな御指摘でございますけども、このインフ

ルエンザの料金につきましては、各医療機関の方で取り決めしておりますので、市は

料金の設定には関わっておりません。医療機関によって料金も違うということになり

ます。

今回、コロナ対策におきましてインフルエンザとの同時多発感染ということも視野

に入れまして大変危惧されているところでございますが、一番危惧されているのは、

このインフルエンザワクチンが十分な量を確保できるかどうか、そこにあろうかと思

います。国の方でもここら辺を考慮いたしまして、優先順位を決めて接種に踏み切る

というふうな報道もございますので、市といたしましては、今後、優先順位、お年寄

りから先になるのか、医療従事者が先になるのか、子どもが先になるのか、そこら辺

の状況を注視いたしまして、まずはこの周知に努め、的確な時期に適切に受けていた

だくよう周知したいと考えております。

助成につきましては、各市で全市民に対象を拡大しているところがあるということ

は十分認識はしておりますけども、この十分なワクチンが確保できるのか、そこら辺
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も視野に入れまして、今年度につきましては従来あるこの予防接種の助成対象にした

いと考えております。

以前からインフルエンザの予防接種につきましては、対象範囲が他市に比べて非常

に低いということもございまして、これらについては今後、インフルエンザ予防接

種、他市の状況を見ながら範囲の拡大並びに料金の拡大等につきましては、来年度に

向けて検討してまいりたいと思います。

以上です。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） 私からは、農業に関する御質問にお答えいたします。

まず、コロナに対応します持続化給付金等の対応でございますけれども、この給付

金等の制度は、コロナの初期段階、７月までの減収減産に対して行われているもの

で、この時点で農作物の減収減産がなかなか確認できないということがありまして、

農家に対する支援については、この後、影響が大きくなってくるものだろうというふ

うな認識に立っております。

また、遊休農地等のことについてでありますけども、こちらについては、これまで

のいわゆる集落営農に国の方がシフトしております。日本型の直接支払交付金等を利

用して集落営農に向けての施策をとってきているわけですけれども、なかなかこれで

も遊休農地、それから耕作放棄地が減らないというような、なかなか再生できないと

いうような状況は認識しております。

これにつきましては、男鹿市農業再生協議会の方で、市と農業委員会を含みます農

業関係者によりまして事業を行って、これに対処しているわけでありますけども、先

ほど御質問の米の作付の転換等につきましても、水田フル活用ビジョン等、こちらの

方で年次計画を持ってその全体の計画をコントロールしようというような話し合いは

進められております。

以上です。

○議長（吉田清孝君） 佐藤総務企画部長

【総務企画部長 佐藤透君 登壇】

○総務企画部長（佐藤透君） 私からは、気候非常事態宣言の部分についてお答えさせ
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ていただきます。

議員、例示されていただきましたように脱炭素化社会に向けていろんな取組を全国

的にしているというのは私どもも承知しているところであります。

本市といたしましても、まずは脱炭素化に向けた行動をどういう形でとれるのか、

その辺、他市の先行事例を見ながら検討した上で、必要であれば気候非常事態宣言、

この部分に取り組めるのか研究してまいりたいと思います。

私からは以上です。

○議長（吉田清孝君） さらに質問ありませんか。

○１６番（安田健次郎君） もう２分ありますので二つだけ。

一つは、さっき再質問でやらなかったんだけども、生活保護のエアコンの問題、こ

れ市長がね、何かやらなくてもいいようなこと、俺のメモ間違ったかどうかね、毎月

の 低生活費の範囲内で対応することになっている、認定しないことを認められてい

るという答弁していますよね。でもねこれ、エアコン、厚労省の平成３０年６月２７

日の通知にあります。扶助における家具什器、備品の見直しでは、保護開始時にエア

コンのない世帯などに５万円が支給されることになっています。などには、転居先に

エアコンがない場合、高齢者、障害者等勘案の上、実施する場合も含まれます、これ

を守っていない自治体がありますっても書いてある。やるべきであったんですよ。

やってないと思うけども。

もう一つね、柏崎部長、時間がないんで端的に、さっき言った経営継続補助金、農

業の問題ね。これ７月で打ち切られたけどもね、感染対策防止のために、これ、感染

防止のためにね、こういう書き方なんですよ。システム、水田の高度システムとか

ね、予防のために必要な器具、なってからでないですよ。予防のために必要な器具だ

から前もって受け付けしますっていう要綱なんですよ。一次が終わって、今度第二次

やるから、前もってやらなきゃならないよっていう質問なんです。後で調べておいて

ください。

二つもう一回求めて終わります。

○議長（吉田清孝君） 山田市民福祉部長

【市民福祉部長 山田政信君 登壇】

○市民福祉部長（山田政信君） お答えいたします。
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私からは、生活保護受給世帯のエアコンの購入助成につきましてお答えさせていた

だきます。

先ほど市長が答弁いたしましたのは、原則的には受給中の必要な物品については、

生活費の範囲内で計画的に購入するという、これが原則、普通の場合でございます。

ただし、議員がおっしゃられましたように、保護開始時、また、単身者で長期入

院、入院後の退院、退所等などで冷房器具の持ち合わせがなく、熱中症予防が特に必

要とされる高齢者、障害者などには、購入費用が支給できるということになっており

ます。現在、上限が５万１，０００円、この１０月からは５万３，０００円が上限と

なるものでございます。

また、答弁で申し上げたのは、既に生活保護を受給している人が、どうしてもやは

り必要だということになりまして、貸付資金によって購入した場合、この場合はこの

貸付資金については、収入とは認定しないということでございまして、その取扱いが

認められているというふうなことの答弁でございますので、よろしく御理解のほど、

よろしくお願いいたします。

○議長（吉田清孝君） 柏崎産業建設部長

【産業建設部長 柏崎潤一君 登壇】

○産業建設部長（柏崎潤一君） コロナの予防対策につきまして、この後、本格的な秋

作業に入るという時期でございます。議員おっしゃるその給付金につきまして、詳細

を調べまして、十分周知するように努めたいと思います。

○議長（吉田清孝君） １６番安田健次郎君の質問を終結いたします。

○１６番（安田健次郎君） 終わります。ありがとうございました。

○議長（吉田清孝君） 以上で、本日の議事は終了いたしました。

明日４日、午前１０時より本会議を再開し、引き続き、一般質問を行うことにいた

します。

本日は、これにて散会いたします。

午後 ４時１２分 散 会


